
� 目 次 �
規 則

○ 愛媛県職員委員会規則等の一部を改正する等の規則…………………３３１

○ 愛媛県執務時間規則等の一部を改正する規則…………………………３３６

○ 知事が管理する公文書の公開等に関する規則及び愛媛県情報公開

・個人情報保護審査会規則の一部を改正する規則……………………３３７

○ 愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則等の一部

を改正する規則……………………………………………………………３４１

○ 児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部を改正する規

則……………………………………………………………………………３４３

○ 児童福祉法施行細則の一部を改正する規則……………………………３４５

○ 愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料に関する規則の一

部を改正する規則…………………………………………………………３４５

○ 愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則……………３４７

○ 愛媛県宅地造成等規制法施行細則及び愛媛県土砂等の埋立て等に

よる土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則の一

部を改正する規則…………………………………………………………３４７

告 示

○ 新たに生じた土地の確認（宇和島市）…………………………………３５５

○ 字の区域の変更（ 〃 ）……………………………………………３５５

○ 新たに生じた土地の確認（宇和島市）…………………………………３５５

○ 字の区域の変更（ 〃 ）……………………………………………３５５

○ 新たに生じた土地の確認（宇和島市）…………………………………３５５

○ 字の区域の変更（ 〃 ）……………………………………………３５５

○ 新たに生じた土地の確認（宇和島市）…………………………………３５５

○ 字の区域の変更（ 〃 ）……………………………………………３５６

○ 新たに生じた土地の確認（宇和島市）…………………………………３５６

○ 字の区域の変更（ 〃 ）……………………………………………３５６

○ 新たに生じた土地の確認（宇和島市）…………………………………３５６

○ 字の区域の変更（ 〃 ）……………………………………………３５６

○ 新たに生じた土地の確認（宇和島市）…………………………………３５６

○ 字の区域の変更（ 〃 ）……………………………………………３５６

○ 新たに生じた土地の確認（宇和島市）…………………………………３５６

○ 字の区域の変更（ 〃 ）……………………………………………３５７

○ 新たに生じた土地の確認（宇和島市）…………………………………３５７

○ 字の区域の変更（ 〃 ）……………………………………………３５７

○ 新たに生じた土地の確認（宇和島市）…………………………………３５７

○ 字の区域の変更（ 〃 ）……………………………………………３５７

○ 新たに生じた土地の確認（宇和島市）…………………………………３５７

○ 字の区域の変更（ 〃 ）……………………………………………３５７

○ 字の区域の変更（宇和島市）……………………………………………３５８

○ 愛媛県情報公開条例第３４条第１項の規定による知事が定める法人

の指定の一部改正…………………………………………………………３５８

○ 鳥獣保護事業計画の公表…………………………………………………３５８

○ 特定鳥獣保護管理計画の作成……………………………………………３５８

○ 特定鳥獣の狩猟期間の拡大………………………………………………３５８

○ 第４次愛媛県地域保健医療計画の変更…………………………………３５８

○ 医療機関の指定……………………………………………………………３５８

○ 指定医療機関の廃止………………………………………………………３５９

○ 指定医療機関の名称の変更………………………………………………３６１

○ 指定医療機関の辞退………………………………………………………３６１

発 行 愛 媛 県

○ 結核予防事業費補助金交付規程の一部改正……………………………３６２

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（２件）………………………３６５

○ 農地整備関係災害防止施設事業補助金交付規程の一部改正…………３６６

○ 愛媛県団体営土地改良事業補助金交付規程の一部改正………………３６６

○ 県費の補助にかかる土地改良事業検査規程の一部改正………………３６９

○ 土地改良事務助成規程の一部改正………………………………………３６９

○ 農地整備関係災害防止施設事業補助金交付規程の一部改正…………３６９

○ 愛媛県単独土地改良事業補助金交付規程の一部改正…………………３６９

○ 農地、農業用施設災害復旧事業補助金交付規程の一部改正…………３６９

○ 新たな土地改良事業の施行の認可………………………………………３６９

○ 町営土地改良事業の施行の関係書類の縦覧（３件）…………………３６９

○ 町営土地改良事業の施行の同意（８件）………………………………３７０

○ 愛媛県防除実施基準の変更………………………………………………３７０

○ 高度公益機能森林及び被害拡大防止森林の区域の変更………………３７０

○ 愛媛県民有林林道事業補助金交付規程の一部改正……………………３７１

○ 愛媛県森林病害虫等防除事業補助金交付規程の一部改正……………３７２

○ 愛媛県次代検定林設定事業補助金交付規程の廃止……………………３７３

○ コイの持ち出しの制限をする水域………………………………………３７３

○ 愛媛県土木工事共通仕様書の一部改正…………………………………３７４

○ 愛媛県工事検査規程の一部改正…………………………………………３７４

○ 急傾斜地崩壊危険区域の指定……………………………………………３７４

○ 港湾施設の概要……………………………………………………………３７５

○ 公有水面埋立工事のしゅん功認可………………………………………３７５

○ 道路の供用開始（県道丹原小松線）……………………………………３７５

○ 道路の供用開始（県道壬生川新居浜野田線）…………………………３７６

○ 道路の供用開始（県道城川梼原線）……………………………………３７６

○ 道路の区域変更（一般国道３８０号）……………………………………３７６

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………３７６

○ 道路の区域変更（県道論田袋口線）……………………………………３７６

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………３７７

○ 道路の区域変更（県道宇和島城辺線）…………………………………３７７

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………３７７

○ 道路の区域変更（県道宇和島城辺線）…………………………………３７７

○ 道路の区域変更（県道一本松城辺線）…………………………………３７８

○ 道路の区域変更（県道高茂岬船越線）…………………………………３７８

○ 過疎地域自立促進特別措置法による工事の完了………………………３７８

○ 車両制限令第３条第１項第３号に定める道路の指定及び同令第１０

条第１項に定める通行方法（一般国道１９４号外）……………………３７８

○ 都市計画の変更に係る図書の写しの縦覧（３件）……………………３７９

○ 都市計画事業の事業計画の変更認可……………………………………３７９

○ 道路の位置の指定…………………………………………………………３７９

○ 愛媛県収入証紙をもつて納付すべき使用料及び手数料の範囲の一

部改正………………………………………………………………………３７９

○ 旧愛媛県情報公開要綱の一部改正………………………………………３８０

教育委員会規則

○ 愛媛県教育委員会事務局職員等の勤務時間の割振り等に関する規

則等の一部を改正する規則………………………………………………３８４

○ 技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部

を改正する規則……………………………………………………………３８５

○ 愛媛県生涯学習センター管理規則等の一部を改正する規則…………３８６

○ 愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則…………３８８

毎週（火・金）曜日発行 第１８４８号 平成１９年３月３０日

平成１９年３月３０日金曜日 第１８４８号

愛 媛 県 報

３３０



規 則

�愛媛県規則第９号
愛媛県職員委員会規則等の一部を改正する等の規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県職員委員会規則等の一部を改正する等の規則

（愛媛県職員委員会規則の一部改正）

第１条 愛媛県職員委員会規則（昭和２４年愛媛県規則第１２号）の一部を次のように改正する。

第１条中「都道府県職員委員会に関する政令（昭和２４年政令第７号）第３条」を「地方自治法施行規程（昭和２２年政令第１９号）第９条

第３項」に、「基き」を「基づき」に、「以下委員会」を「以下「委員会」」に改める。

第２条第２項に項番号を付し、同条第３項第２号中「吏員」を「職員」に改め、同項に項番号を付する。

第３条第２項に項番号を付する。

第５条第２項中「吏員」を「職員」に改め、同項及び同条第３項に項番号を付する。

第６条第２項中「吏員」を「職員」に改め、同項及び同条第３項に項番号を付する。

（愛媛県行政書士法施行細則の一部改正）

第２条 愛媛県行政書士法施行細則（昭和２６年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

様式第５（その２）（裏）中「当該吏員」を「当該職員」に改める。

（愛媛県ふぐ取扱者条例施行規則の一部改正）

第３条 愛媛県ふぐ取扱者条例施行規則（昭和２８年愛媛県規則第７号）の一部を次のように改正する。

第１０条中「検査吏員」を「検査職員」に改める。

様式第７号（裏）中「愛媛県ふぐ取扱者条例」の下に「（昭和２７年愛媛県条例第６３号）」を加え、
「

を
「 （立入検査）

に、
第１１条」 第１１条 」

「当該吏員」を「当該職員」に、「その他」を「その他の」に、「立入り、」を「立ち入り」に改め、「これに」を削る。

（愛媛県県税賦課徴収条例施行規則等の一部改正）

第４条 次に掲げる規則の規定中「出納長」を「会計管理者」に改める。

� 愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）第２０号様式

� 愛媛県財政基盤強化積立金事務取扱規則（昭和３３年愛媛県規則第５７号）第６条

� 愛媛県用品調達規則（昭和４１年愛媛県規則第２２号）第７条から第９条まで、第１３条、様式第３号、様式第４号その２及び様式第５号

その２

� 愛媛県農業改良資金会計事務取扱規則（昭和４５年愛媛県規則第１９号）第８条、様式第２号及び様式第３号

� 愛媛県林業・木材産業改善資金会計事務取扱規則（昭和５１年愛媛県規則第８２号）第５条及び様式第２号

� 愛媛県沿岸漁業改善資金会計事務取扱規則（昭和５４年愛媛県規則第８３号）第５条及び様式第２号

（災害救助法施行細則の一部改正）

第５条 災害救助法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

第６条中「当該吏員」を「当該職員」に改める。

第１３条中「当該吏員」を「当該職員」に、「あたつて」を「当たつて」に改める。

様式第６号中「事務（技術）吏員」を「職員」に改める。

様式第８号（裏）中「および」を「及び」に、「当該吏員」を「当該職員」に、「または」を「又は」に、「出来ない」を「できない」

○ 学校教育法施行細則等の一部を改正する規則…………………………４００

○ 愛媛県教職員結核審査委員会規則の一部を改正する規則……………４０３

教育委員会訓令

○ 愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程等の一部を改正する

訓令…………………………………………………………………………４０４

教育委員会告示

○ 愛媛県情報公開条例第３４条第１項の規定による教育委員会が定め

る法人の指定の一部改正…………………………………………………４０５

○ 学校教職員等結核予防要綱及び学校教職員結核予防取扱要領の廃

止……………………………………………………………………………４０６

監査委員規程

○ 愛媛県監査委員監査規程の一部を改正する規程………………………４０６

県議会告示

○ 愛媛県議会図書室図書利用規程の一部改正……………………………４１４

雑 報

○ 愛媛県内水面漁場管理委員会指示………………………………………４１４

○ 愛媛海区漁業調整委員会指示（２件）…………………………………４１４

正 誤

○ 平成１６年１２月２８日付け第１６２２号愛媛県訓令第１７号（松山市への北

条市及び温泉郡中島町の編入並びに今治市、大洲市、伊予郡砥部

町、喜多郡内子町及び北宇和郡鬼北町の設置に伴う関係訓令の整

備に関する訓令）第９条（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

中……………………………………………………………………………４１５

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号
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に改める。

様式第１２号中「様式第１２号」を「様式第１２号（第１３条関係）」に改め、同様式２ページ中「�」を「�」に改め、同様式３ページ中「災
害救助法」の下に「（昭和２２年法律第１１８号）（抜粋）」を加え、「もしくは」を「若しくは」に、「または」を「又は」に、「当該吏

員」を「当該職員」に改め、同様式４ページ中「または」を「又は」に、「すみやかに」を「速やかに」に改める。

（児童福祉法施行細則の一部改正）

第６条 児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

第３４条第２項中「担当吏員」を「担当職員」に改める。

様式第３０号中「吏員」を「職員」に改める。

（愛媛県農林漁業組合等検査規則の一部改正）

第７条 愛媛県農林漁業組合等検査規則（昭和３８年愛媛県規則第５７号）の一部を次のように改正する。

第３条中「吏員」を「職員」に、「行なわせる」を「行わせる」に改める。

（愛媛県証紙条例施行規則の一部改正）

第８条 愛媛県証紙条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第４２号）の一部を次のように改正する。

第１２条及び第１４条中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第１５条及び第１６条第３項中「出納長」を「会計管理者」に、「つど」を「都度」に改める。

様式第７号及び様式第９号中「出納長」を「会計管理者」に改める。

「様式第１１号（第１６条関係）
「 出納長（本

店）から交

付 受 領
様式第１１号（その１）中「様式第１１号（その１）」を

様式第１１号（その１） 」
に、 を

」

「 会計管理者

（本店）か

ら交付受領
に改め、同様式（その１）注４中「、き損証紙を出納長」を「損傷証紙を会計管理者」に、「「出納長」を「、「会計

」

管理者」に改める。

「 出納

長

課長 「 会計

課長

様式第１２号中「様式第１２号」を「様式第１２号（第１６条関係）」に、 を に改める。

」 」

（愛媛県予算の編成及び執行に関する規則の一部改正）

第９条 愛媛県予算の編成及び執行に関する規則（昭和３９年愛媛県規則第４８号）の一部を次のように改正する。

第２条第１号、第９条第３項、第１１条第３項、第１３条第２項及び第１４条第３項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第２号の２及び様式第３号の３中
「 説明書

ページ

事 項

番 号
を削る。

」

様式第４号中「様式第４号」を「様式第４号（第６条関係）」に改め、同様式２�（ニ）１注１中「、副知事及び出納長」を「及び副
知事」に改める。

（愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則の一部改正）

第１０条 愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則（昭和３９年愛媛県規則第４９号）の一部を次のように改正する。

第２条中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第２９条第１項中「第２３８条の４第４項」を「第２３８条の４第７項」に、「うえ」を「上」に改める。

（愛媛県会計規則の一部改正）

第１１条 愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

第４条中「吏員」を「職員」に改める。

第５条第１項第３号中「出納長」を「会計管理者」に改め、同条第３項中「吏員に」を「職員に」に改め、同項の表中「貿易港管理係

の吏員たる」を「貿易港管理係の」に改め、「副出納長及び」を削る。

第６条中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第７条の見出し中「出納長等」を「会計管理者等」に改め、同条第１項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第８条第２項及び第３項中「引継」を「引継ぎ」に、「出納長」を「会計管理者」に改め、同条第４項中「引継を行なう」を「引継ぎ

を行う」に、「出納長」を「会計管理者」に、「引継の」を「引継ぎの」に改め、同条第５項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第９条、第１５条及び第１６条中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第２１条中「、出納長」を「、会計管理者」に、「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

第２２条（見出しを含む。）中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。
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第２３条第１項及び第２項中「出納長等」を「会計管理者等」に改め、同条第３項中「出納長等」を「会計管理者等」に、「書損し」を

「書き損じ」に改める。

第２４条第１項中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

第２５条及び第２６条中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第２７条及び第２８条中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

第２９条第１項及び第２項中「出納長」を「会計管理者」に改め、同条第３項中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

第３２条及び第３３条第２項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第３４条第３項中「すみやかに」を「速やかに」に、「出納長」を「会計管理者」に改める。

第３５条、第３６条、第４２条、第４４条第３項、第４５条、第４６条第２項、第４８条並びに第５２条第４項及び第５項中「出納長」を「会計管理者」

に改める。

第５４条第２項中「引継を行なう」を「引継ぎを行う」に、「出納長」を「会計管理者」に、「引継の」を「引継ぎの」に改める。

第５７条第２項及び第３項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第６１条第１項中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

第６２条第４項中「すみやかに」を「速やかに」に、「出納長」を「会計管理者」に改める。

第６４条第２項及び第３項並びに第６５条ただし書中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第６６条第１項から第３項までの規定中「出納長」を「会計管理者」に改め、同条第４項中「出納長」を「会計管理者」に、「第２項及

び前項」を「前２項」に改める。

第６７条中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

第６８条から第７４条まで、第７７条、第８１条及び第８８条から第９０条までの規定中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第９１条中「出納長」を「会計管理者」に改め、同条ただし書中「の各号」を削る。

第９２条中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第９３条第１項中「出納長」を「会計管理者」に、「払いもどし」を「払戻し」に改め、同条第２項及び第３項中「出納長」を「会計管

理者」に改める。

第９４条第２項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第９５条第１項中「出納長」を「会計管理者」に、「うえ」を「上」に改め、同条第２項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第９６条及び第９７条中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第９８条第１項中「出納長」を「会計管理者」に、「すみやかに」を「速やかに」に改め、同条第２項中「出納長」を「会計管理者」に

改める。

第９９条、第１００条及び第１０１条第１項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第１０２条第１項中「出納長」を「会計管理者」に改め、「の各号」を削り、同条第２項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第１０４条及び第１０５条中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第１０６条第１項中「出納長」を「会計管理者」に、「とりやめ」を「取りやめ」に、同条第２項中「出納長」を「会計管理者」に改め、

同条第３項中「出納長」を「会計管理者」に、「とりやめ」を「取りやめ」に改め、同条第４項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第１０８条中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第１０９条中「出納長」を「会計管理者」に、「終らない」を「終わらない」に改める。

第１１０条第１項中「出納長」を「会計管理者」に改め、同条第２項中「出納長」を「会計管理者」に、「所用」を「所要」に、「もど

し入れ」を「戻入れ」に改める。

第１１１条、第１１２条並びに第１１３条第１項、第３項及び第４項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第１１６条第１項及び第１１７条第２項中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

第１１８条第１項中「出納長等」を「会計管理者等」に改め、同条第２項中「出納長等」を「会計管理者等」に改め、同項ただし書中「出

納長」を「会計管理者」に改める。

第１１９条第１項及び第１２０条第２項中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

第１２１条、第１２２条第２項、第１２３条及び第１２４条中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第１２５条中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

第１２６条第１項及び第３項、第１２８条から第１３０条まで、第１６８条第１項、第１８２条、第１８３条、第１８４条第１項及び第２項、第１９０

条、第１９４条第１項ただし書及び第３項、第１９５条、第１９７条並びに第１９８条第２項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第１９９条第４項中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

第２００条第２項、第４項及び第６項、第２０７条第２項、第２０８条第２項、第２１０条第３項並びに第２１１条から第２１６条までの規定中「出

納長」を「会計管理者」に改める。

第２１７条中「とりまとめ」を「取りまとめ」に、「出納長」を「会計管理者」に改める。

第２１８条第２項、第２２０条並びに第２２０条の２第５項、第６項及び第８項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第２２３条第１項中「出納長等」を「会計管理者等」に、「を出納長」を「を会計管理者」に改め、同条第２項中「出納長」を「会計管

理者」に改める。
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第２２４条第３項及び第４項中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第２２８条第２項中「吏員」を「職員」に、「出納長」を「会計管理者」に、「推せん」を「推薦」に改める。

第２３２条中「出納長」を「会計管理者」に改める。

第２３３条中「の各号」を削り、「出納長」を「会計管理者」に改める。

第２３４条第２号中「副出納長、」を削る。

別表第４現金出納簿（様式第１０２号）の項記帳者の欄中「出納長等」を「会計管理者等」に改め、同表歳入簿（様式第１０５号）の項同

欄、同表歳入総括簿（様式第１０６号）の項同欄、同表送金通知書再発行簿（様式第１０９号）の項同欄、同表小切手整理簿（様式第１１０号）

の項同欄、同表公金振替書整理簿（様式第１１１号）の項同欄、同表歳出簿（様式第１１３号）の項同欄、同表歳出総括簿（様式第１１４号）

の項同欄、同表預金整理簿（様式第１１６号）の項同欄、同表歳入歳出外現金出納簿（様式第１２０号）の項同欄、同表総括歳入歳出外現金

出納簿（様式第１２１号）の項同欄、同表保管有価証券出納簿（様式第１２２号）の項同欄、同表基金所属現金出納簿（様式第１２４号）の項

同欄、同表基金所属有価証券出納簿（様式第１２５号）の項同欄、同表公有財産所属有価証券出納簿（様式第１２６号）の項同欄及び同表財

産記録管理簿（様式第１２７号）の項同欄中「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第１号中「出納長（室長）」を「会計管理者（出納室長）」に改める。

様式第２号中「様式第２号」を「様式第２号（第８条、第５４条関係）」に改め、同様式（その１）中「出納長（室長」を「会計管理者

（出納室長」に改め、同様式（その１）注中「および」を「及び」に改める。

「 出 納 長 副 出 納 長 会 計 課 長

課 長 補 佐 係 長 係

「 会計管理者 会 計 課 長 課 長 補 佐

係 長 係
様式第３号中 を に、同様式注３中「出納長

」 」

等」を「会計管理者等」に改める。

「 出 納 長 副 出 納 長 会 計 課 長

課 長 補 佐 係 長 係

「 会計管理者 会 計 課 長 課 長 補 佐

係 長 係
様式第４号中 を に改める。

」 」

様式第７号（その１）中「愛媛県出納長（室長）」を「愛媛県会計管理者（出納室長）」に改め、同様式注４中「出納長等」を「会計

管理者等」に改め、同様式（その２）�中「愛媛県出納長（室長）」を「愛媛県会計管理者（出納室長）」に改め、同様式（その２）�
注３中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

様式第１０号の２中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

様式第１１号（その１）中「出納長（室長）」を「会計管理者（出納室長）」に改め、同様式（その２）中「愛媛県出納長（室長）」を

「愛媛県会計管理者（出納室長）」に改め、同様式（その２）注３中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

様式第１２号中「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第１３号中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

様式第１４号中「様式第１４号」を「様式第１４号（第２９条、別表第４関係）」に、「愛媛県出納長（室長）」を「愛媛県会計管理者（出納

室長）」に、「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

様式第１５号中「様式第１５号」を「様式第１５号（第２９条関係）」に、「出納長等」を「会計管理者等」に、「さきに」を「、先に」に、

「または」を「又は」に改める。

様式第１７号の２から様式第１９号まで及び様式第２１号中

「 出 納 長 副 出 納 長 会 計 課 長

課 長 補 佐 係 長 係

「 会計管理者 会 計 課 長 課 長 補 佐

係 長 係
を に改める。

」 」

「 出 納 長 副 出 納 長 会 計 課 長

課 長 補 佐 係 長 係

「 会計管理者 会 計 課 長 課 長 補 佐

係 長 係
様式第２１号の２及び様式第２２号中 を に、「愛

」 」

媛県出納長（室長）」を「愛媛県会計管理者（出納室長）」に改める。

「 出 納 長 副 出 納 長 会 計 課 長

課 長 補 佐 係 長 係

「 会計管理者 会 計 課 長 課 長 補 佐

係 長 係
様式第２４号の２、様式第２５号及び様式第２７号中 を

」 」

に改める。

様式第２８号中
「 出 納 長 副 出 納 長

を
「 会計管理者

に改める。
」 」
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「 出 納 長 副 出 納 長 会 計 課 長

課 長 補 佐 係 長 係

「 会計管理者 会 計 課 長 課 長 補 佐

係 長 係
様式第２８号の２中 を に改める。

」 」

様式第２９号及び様式第３０号中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

様式第３２号中「愛媛県出納長（室長）」を「愛媛県会計管理者（出納室長）」に改め、同様式注２中「出納長等」を「会計管理者等」

に改める。

様式第３３号の２中「様式第３３号の２」を「様式第３３号の２（第６６条、第１９８条、第２０７条、第２１１条、第２２０条関係）」に、「出納長

（室長）」を「会計管理者（出納室長）」に改める。

様式第３３号の３中「出納長（室長）」を「会計管理者（出納室長）」に改める。

様式第３４号、様式第３６号、様式第３７号及び様式第４１号中「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第４１号の２中「出納長（室長）」を「会計管理者（出納室長）」に改める。

様式第４８号中「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第５１号中「様式第５１号」を「様式第５１号（第８９条、第１９８条、第２１０条関係）」に、「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第５１号の２中「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第５２号中「出納長（室長）」を「会計管理者（出納室長）」に改める。

様式第５３号中「愛媛県出納長」を「愛媛県会計管理者」に、
「 副 出 納 長 会 計 課 長

を
「 会 計 課 長

に改める。
」 」

様式第５４号から様式第５５号までの規定中「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第５６号中「出納長」を「会計管理者」に、「とりやめる」を「取りやめる」に改める。

様式第５７号から様式第５７号の３までの規定中

「 出 納 長 副 出 納 長 会 計 課 長

課 長 補 佐 係 長 係

「 会計管理者 会 計 課 長 課 長 補 佐

係 長 係
を に改める。

」 」

様式第５８号及び様式第５９号中「出納長（室長）」を「会計管理者（出納室長）」に改める。

様式第６０号中「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第６５号中「様式第６５号」を「様式第６５号（第１１７条、第１２０条、第１２５条関係）」に、「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

様式第６６号中「様式第６６号」を「様式第６６号（第１１８条、第１２１条、第１２５条関係）」に、「出納長等」を「会計管理者等」に、「愛

媛県出納長（室長）」を「愛媛県会計管理者（出納室長）」に改める。

様式第６７号中「様式第６７号」を「様式第６７号（第１１８条、第２２３条関係）」に、「出納長等」を「会計管理者等」に、「愛媛県出納長

（室長）」を「愛媛県会計管理者（出納室長）」に改める。

様式第６８号中「様式第６８号」を「様式第６８号（第１２１条、第２２３条関係）」に、「愛媛出納長（室長）」を「愛媛県会計管理者（出納

室長）」に改める。

「 出 納 長 副 出 納 長 会 計 課 長

課 長 補 佐 係 長 係

「 会計管理者 会 計 課 長 課 長 補 佐

係 長 係
様式第７０号中 を に改める。

」 」

様式第７１号中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。

様式第８２号の２中「出納長（室長）」を「会計管理者（出納室長）」に、「室長 �」を「出納室長 �」に改める。
様式第８３号中「様式第８３号」を「様式第８３号（第１８２条関係）」に、「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第８４号中「様式第８４号」を「様式第８４号（第１８２条関係）」に、「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第８７号中「出納長（室長）」を「会計管理者（出納室長）」に改める。

様式第９０号及び様式第９０号の２中「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第９１号中「出納長（室長）」を「会計管理者（出納室長）」に改める。

様式第９２号中「様式第９２号」を「様式第９２号（第２００条関係）」に、「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第９４号中「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第９５号中「出納長（室長）」を「会計管理者（出納室長）」に改める。

様式第９６号の２から様式第９６号の４までの規定中「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第９７号中「出納長（室長）」を「会計管理者（出納室長）」に改める。

様式第９８号から様式第１０１号の２までの規定中「出納長」を「会計管理者」に改める。

様式第１０４号（その３）�注３中「出納長等」を「会計管理者等」に改める。
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「 出納

長

課長

������������

「 会計

課長

������

様式第１０９号から様式第１１１号までの規定中 を に改める。

」 」

（生活保護法施行細則の一部改正）

第１２条 生活保護法施行細則（昭和５６年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

様式第１１号の２及び様式第１１号の３中「交付吏員印」を「交付職員印」に改める。

様式第３２号（表）中「技術吏員」を「医系職員」に改める。

（愛媛県土地改良財産の管理及び処分に関する規則の一部改正）

第１３条 愛媛県土地改良財産の管理及び処分に関する規則（昭和５９年愛媛県規則第３０号）の一部を次のように改正する。

第５条中「第２３８条の４第４項」を「第２３８条の４第７項」に改める。

（児童虐待の防止等に関する法律施行細則の一部改正）

第１４条 児童虐待の防止等に関する法律施行細則（平成１３年愛媛県規則第２３号）の一部を次のように改正する。

別記様式（裏）中「吏員」を「職員」に改める。

（市町長等の事務引継規則の廃止）

第１５条 市町長等の事務引継規則（昭和２９年愛媛県規則第２９号）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式の規定により提出されている書類は、改正後のそれぞれの規則の様式の規定によ

り提出された書類とみなす。

３ この規則施行の際現にある改正前のそれぞれの規則の様式の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用することができ

る。

�愛媛県規則第１０号
愛媛県執務時間規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県執務時間規則等の一部を改正する規則

（愛媛県執務時間規則の一部改正）

第１条 愛媛県執務時間規則（平成元年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（執務時間）

第２条 県の執務時間は、愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛

媛県条例第３号）に規定する県の休日を除き、午前８時３０分から

午後５時３０分までとする。

別表（第３条関係）

（執務時間）

第２条 県の執務時間は、愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛

媛県条例第３号）に規定する県の休日を除き、午前８時３０分から

午後５時１５分までとする。

別表（第３条関係）

省略

愛媛県食肉衛生検査センター

省略

省略

愛媛県心と体の健康センター

経済労働部管理局労政雇用課雇用対策室

経済労働部観光国際局国際交流課

省略

愛媛県立医療技術短期大学

省略

愛媛整肢療護園

省略

愛媛県精神保健福祉センター

愛媛県健康増進センター

経済労働部管理局労政雇用課雇用対策室
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省略 省略

（愛媛県地方機関庁舎における当直勤務に関する規則の一部改正）

第２条 愛媛県地方機関庁舎における当直勤務に関する規則（昭和５５年愛媛県規則第１６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（当直の種類等）

第５条 省略

２ 宿直の勤務時間は、午後５時３０分から翌日午前８時３０分までと

する。

３ 日直の勤務時間は、愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛

県条例第３号）に規定する県の休日の午前８時３０分から午後５時

３０分までとする。

４・５ 省略

（当直の種類等）

第５条 省略

２ 宿直の勤務時間は、午後５時１５分から翌日午前８時３０分までと

する。

３ 日直の勤務時間は、愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛

県条例第３号）に規定する県の休日の午前８時３０分から午後５時

１５分までとする。

４・５ 省略

（愛媛県林業技術センター使用規則の一部改正）

第３条 愛媛県林業技術センター使用規則（平成２年愛媛県規則第５５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（センターの使用時間）

第２条 試験等の依頼時間は、午前８時３０分から午後５時３０分まで

とする。

２ 省略

（センターの使用時間）

第２条 試験等の依頼時間は、午前８時３０分から午後５時１５分まで

とする。

２ 省略

（愛媛県紙産業研究センター使用規則の一部改正）

第４条 愛媛県紙産業研究センター使用規則（平成１５年愛媛県規則第３３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（使用時間）

第２条 センターの使用時間は、午前８時３０分から午後５時３０分ま

でとする。

２・３ 省略

（使用時間）

第２条 センターの使用時間は、午前８時３０分から午後５時１５分ま

でとする。

２・３ 省略

附 則

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１１号
知事が管理する公文書の公開等に関する規則及び愛媛県情報公開・個人情報保護審査会規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

知事が管理する公文書の公開等に関する規則及び愛媛県情報公開・個人情報保護審査会規則の一部を改正する規則

（知事が管理する公文書の公開等に関する規則の一部改正）

第１条 知事が管理する公文書の公開等に関する規則（平成１０年愛媛県規則第５６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（書面の様式）

第２条 省略

（書面の様式）

第２条 省略
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２ 条例第２０条の規定による通知は、情報公開・個人情報保護審査

会諮問通知書（様式第９号）によりするものとする。

第６条 省略

（公文書の任意公開）

第７条 条例第５条各号に掲げるもの以外のものは、知事に対し、

公文書の公開の申出をすることができる。

２ 前項の規定による公文書の公開の申出は、公文書公開申出書（様

式第１０号）によらなければならない。

３ 知事は、前項の申出書の提出があった場合において、第１項の

規定による公開の申出に係る公文書の公開又は非公開を決定した

ときは、公文書公開（部分公開・非公開）回答書（様式第１２号）

により回答するものとする。

（実施状況の公表）

第８条 条例第３７条の規定による公表は、愛媛県報によりするもの

とする。

２ 条例第１９条の規定による通知は、情報公開・個人情報保護審査

会諮問通知書（様式第９号）によりするものとする。

第６条 省略

（実施状況の公表）

第７条 条例第３６条の規定による公表は、愛媛県報によりするもの

とする。

様式第１０号の次に次の２様式を加える。
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様式第１１号（第７条関係） 公文書公開申出書

公 文 書 公 開 申 出 書

年 月 日

愛媛県知事 様

氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

住所（団体にあっては、主たる事務所の所在地）
申出者

郵便番号

電話番号

公文書の件名その他
の公開の申出に係る
公文書を特定するに
足りる事項

（公文書の件名が分からない場合は、知りたい内容を具体的に記入し
てください。）

希望する公開の方法
□閲覧［これに引き続く写しの交付の希望 □有 □無］
□視聴［これに引き続く写しの交付の希望 □有 □無］
□写しの交付［□窓口での交付 □郵送等による交付］

※ 受 付 年 月 日 年 月 日

記入上の注意
１ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けてください。
２ ※印の欄は、記入しないでください。
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様式第１２号（第７条関係） 公文書公開（部分公開・非公開）回答書

公文書公開（部分公開・非公開）回答書

第 号

年 月 日

様

愛媛県知事 �

公 開 申 出 年 月 日 年 月 日

公 文 書 の 件 名

公 開 の 日 時 年 月 日（ ）
午前

時 分
午後

公 開 の 場 所

公 開 の 方 法

公 開 を し な い 部 分

公 開 を し な い 理 由

主 務 課
電話番号 内線

費 用
写しの作成に要する費用 円

写しの送付に要する費用 円

注意

１ 指定された公開の日時の変更を希望する場合は、あらかじめ申し出てください。

２ 公開を受ける際は、この回答書を持参してください。

注 不要の文字は、抹消すること。
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（愛媛県情報公開・個人情報保護審査会規則の一部改正）

第２条 愛媛県情報公開・個人情報保護審査会規則（平成１７年愛媛県規則第３６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第

２７号）第３１条の規定に基づき、愛媛県情報公開・個人情報保護審

査会（以下「審査会」という。）の組織及び運営に関し必要な事

項を定めるものとする。

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第

２７号）第３０条の規定に基づき、愛媛県情報公開・個人情報保護審

査会（以下「審査会」という。）の組織及び運営に関し必要な事

項を定めるものとする。

附 則

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１２号
愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則等の一部を改正する規則

（愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部改正）

第１条 愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和２７年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（使用料の額）

第４条 省略

２ 集団の試験等にあつては、別表第１に定める額を次の区分によ

り減額する。

� 結核検診に係るもの

ア 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）第５３条の２の規定による定期の健康

診断の場合 ５割

イ 省略

� 省略

３ 省略

（使用料の額）

第４条 省略

２ 集団の試験等にあつては、別表第１に定める額を次の区分によ

り減額する。

� 結核検診に係るもの

ア 結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第４条

の規定による定期検診

の場合 ５割

イ 省略

� 省略

３ 省略

（愛媛県保健所使用料規則の一部改正）

第２条 愛媛県保健所使用料規則（昭和３３年愛媛県規則第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

保健所使用料条例（昭和２３年愛媛県条例第３８号）第２条の規定に

基く使用料の額は、次のとおりとする。

１ 試験及び検査料

ア エックス線写真及び透視

保健所使用料条例（昭和２３年愛媛県条例第３８号）第２条の規定に

基く使用料の額は、次のとおりとする。

１ 試験及び検査料

ア エックス線写真及び透視

種別 規格 単位 使用料金額 感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する

法律（平成１０年法律第１１４

号）第５３条の２若しくは労

働安全衛生法（昭和４７年法

律第５７号）第６６条の規定に

よる定期の健康診断又は

種別 規格 単位 使用料金額 結核予防法（昭和２６年法律

第９６号）第４条

若しくは労

働安全衛生法（昭和４７年法

律第５７号）第６６条の規定に

よる定期の健康診断又は
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５０人以上の集団検診の使

用料の額

５０人以上の集団検診の使

用料の額

省略 省略

断層診断 ２，８８０円

注 省略

肺がん検診読影検査 ５０３円

イ～エ 省略

２ 省略

断層診断 ２，８８０円

注 省略

肺がん検診読影検査 ５０３円

イ～エ 省略

２ 省略

（生活保護法施行細則の一部改正）

第３条 生活保護法施行細則（昭和５６年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（医療要否意見書等）

第１１条 地方局長は、医療扶助の申請があつたときは保護に係る治

療等の要否を判定するため、次に掲げる書類のうち必要と認める

ものを要保護者を通じ、又は直接指定医療機関若しくは指定を受

けた施術者（以下「指定施術機関」という。）から徴するものと

する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

（医療要否意見書等）

第１１条 地方局長は、医療扶助の申請があつたときは保護に係る治

療等の要否を判定するため、次に掲げる書類のうち必要と認める

ものを要保護者を通じ、又は直接指定医療機関若しくは指定を受

けた施術者（以下「指定施術機関」という。）から徴するものと

する。

� 省略

� 結核入院要否意見書（様式第３１号）

� 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

様式第３０号（裏）記入要領１中「結核性疾患及び」を削る。

様式第３１号を次のように改める。

様式第３１号 削除

様式第３６号中「結核予防法第３４条」を「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３７条の２」に改める。

様式第３７号中
「

結核予防法第３４条 有 無 を削る。
」

（養育医療の給付等に要する費用の徴収に関する規則の一部改正）

第４条 養育医療の給付等に要する費用の徴収に関する規則（昭和６２年愛媛県規則第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第３条関係）

徴収基準額表

別表第１（第３条関係）

徴収基準額表

省略 省略

備考

１ 省略

２ 徴収基準額欄の「全額」とは、療育の給付を受けた者

（以下この表において「被措置者」という。）の当該療

育の給付に要した費用につき、知事の支弁すべき額又は

費用総額から医療保険各法及び感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）の負担額を差し引いた残りの額をいう。

備考

１ 省略

２ 徴収基準額欄の「全額」とは、療育の給付を受けた者

（以下この表において「被措置者」という。）の当該療

育の給付に要した費用につき、知事の支弁すべき額又は

費用総額から医療保険各法及び結核予防法（昭和２６年法

律第９６号）

の負担額を差し引いた残りの額をいう。

注 省略

別表第２（第３条関係）

徴収基準額表

注 省略

別表第２（第３条関係）

徴収基準額表
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省略 省略

備考

１ 省略

２ 徴収基準額欄の「全額」とは、療育の給付を受けた者

（以下この表において「被措置者」という。）の当該療

育の給付に要した費用につき、知事の支弁すべき額又は

費用総額から医療保険各法及び感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律の負担額を差し引いた

残りの額をいう。

備考

１ 省略

２ 徴収基準額欄の「全額」とは、療育の給付を受けた者

（以下この表において「被措置者」という。）の当該療

育の給付に要した費用につき、知事の支弁すべき額又は

費用総額から医療保険各法及び結核予防法

の負担額を差し引いた

残りの額をいう。

注 省略 注 省略

（原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則の一部改正）

第５条 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則（平成１２年愛媛県規則第１４号）の一部を次のように改正する。

「
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規

定による指定の有無（□有 □無）

「
感染症の予防及び感染症の患者に対する医

る法律（平成１０年法律第１１４号）第３８条第２

による指定の有無 □有 □無
�
�
�
�
�
�
��

□第一種感染症指定

□第二種感染症指定

□結核指定医療機関

様式第１号（その１）中 を

」

療に関す

項の規定

医療機関

�
�
�
�
�
�
��

医療機関

「 結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条
第１項の規定による指定の有無
（□有 □無）

指定年月日 年 月 日
指定番号

（ ）
に改め、同様式（その２）中 を削る。

」

」

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

（生活保護法施行細則の一部改正に伴う経過措置）

２ この規則の施行の日前に保護に係る治療等の要否を判定するために徴することとされた結核入院要否意見書の様式については、なお従

前の例による。

３ 改正後の生活保護法施行細則様式第３６号及び様式第３７号の規定は、この規則の施行の日以降の医療又は介護に係る請求分について適用

し、同日前の医療又は介護に係る請求分については、なお従前の例による。

４ この規則施行の際現にある改正前の生活保護法施行細則様式第３６号及び様式第３７号の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正

して使用することができる。

（原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則の一部改正に伴う経過措置）

５ この規則施行の際現に改正前の原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則様式第１号（その１）及び同様式（その２）の規定

により提出されている書類は、改正後の原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則様式第１号（その１）及び同様式（その２）

の規定により提出された書類とみなす。

�愛媛県規則第１３号
児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部を改正する規則

児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

徴収金基準額表（扶養義務者用）

別表第１（第４条関係）

徴収金基準額表（扶養義務者用）

省略 省略
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備考

１～５ 省略

６ 世帯の階層がＢ階層と認定された措置児童等の属する

世帯であつても、次に掲げる世帯である場合には、この表

の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基準額は、零円と

する。

�・� 省略

� 在宅障害児又は在宅障害者のいる世帯（次に掲げる障

害児又は障害者（社会福祉施設に措置された障害児若し

くは障害者、法第２４条の２の規定により障害児施設を利

用する障害児、障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３

号）第６条の自立支援給付の受給者（同法第５条第５項、

第６項、第１３項から第１５項までのサービスに限る。）又

は障害者自立支援法附則第２２条の特定旧法受給者を除

く。）で在宅のものを有する世帯をいう。）

ア～ウ 省略

エ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第

２項に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受け

た者

� 省略

７ 同一世帯から２人以上の措置児童等が入所している場

合においては、その月の措置費等の徴収金基準額の最も多

額な措置児童等以外の措置児童等については、その施設の

この表の徴収金基準額に０．１を乗じて得た額をもつてその

措置児童等の徴収金基準額とする。ただし、平成１８年１０月

１日以降において、措置児童等の属する世帯の扶養義務者

が、法第２４条の２に規定する障害児施設給付費を支給され

ている場合は、当該措置児童等の世帯に係る徴収金基準額

については、「児童入所施設に係る徴収金基準額＋児童入

所施設に係る徴収金基準額×０．１×（当該世帯における施設

入所児童の人数－１）」を当該世帯に係る上限（当該世帯

における措置児童等に係る徴収金基準額が、児童自立支援

施設通所部、情緒障害児短期治療施設通所部、「障害児施

設措置費（給付費等）国庫負担金及び知的障害者施設訓練

等支援費等国庫負担（補助）金について（平成１９年２月２３

日付け厚生労働省発障第０２２３００４号厚生労働事務次官通

知）（以下「０２２３００４号通知」という。）」の別表６－１

障害児施設徴収金基準額表（扶養義務者用）に定める知的

障害児通園施設、難聴幼児通園施設及び肢体不自由児施設

通園部の徴収金基準額である場合は、当該世帯における施

設入所児童の徴収金基準額の合算額を当該世帯の上限額と

する。なお、法第２４条の２に規定する障害児施設に入所し

ている児童等に係る徴収金基準額は、障害者自立支援法附

則第１条第２号に規定する日前の法に基づく０２２３００４号通

知の徴収金基準額とする。）とし、その額が「社会福祉法

人等による生計困難者に対する利用者負担額軽減等事業

の実施について（平成１８年４月３日付け障発第０４０３００２号

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）」適用後

のその月の利用者負担額（法第２４条の７に規定する食事の

提供に要した費用及び居住に要した費用並びに法第２４条

の２０に規定する障害児施設医療に係る利用者負担を含む

利用者負担の上限額（実際に利用者負担として支払つた額

が上限額を下回る場合は当該支払つた額とする。）をい

備考

１～５ 省略

６ 世帯の階層がＢ階層と認定された措置児童等の属する

世帯であつても、次に掲げる世帯である場合には、この表

の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基準額は、零円と

する。

�・� 省略

� 在宅障害児又は在宅障害者のいる世帯（次に掲げる障

害児又は障害者（社会福祉施設に措置された障害児若し

くは障害者又は身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３

号）第１７条の１０及び知的障害者福祉法（昭和３５年法律第

３７号）第１５条の１１に定める施設訓練等支援費の受給者を

除く。）

で在宅のものを有する世帯をいう。）

ア～ウ 省略

� 省略

７ 同一世帯から２人以上の措置児童等が入所している場

合においては、その月の措置費等の徴収金基準額の最も多

額な措置児童等以外の措置児童等については、その施設の

この表の徴収金基準額に０．１を乗じて得た額をもつてその

措置児童等の徴収金基準額とする。

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

３４４



��������������

��������������

う。以下同じ。）を上回る場合は、その額と障害児施設の

利用者負担額との差額を児童入所施設に係る徴収金基準額

とし、障害児施設の利用者負担額が当該世帯の上限額を

上回る場合は、児童入所施設に係る徴収金基準額は零円

とする。

８～９ 省略

注 省略

８～９ 省略

注 省略

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則別表第１の規定は、平成１８年１０月分以後の徴収額について適用し、同年９月分以

前の徴収額については、なお従前の例による。

�愛媛県規則第１４号
児童福祉法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（措置費国庫負担金及び県費負担金交付申請書）

第４３条 市町長（地方自治法第２５２条の２２第１項の中核市の長を除

く。次条第１項において同じ。）は、翌年度における法第５１条第

２号に規定する費用について、法第５３条の規定による国庫負担金

及び法第５５条の規定により県費負担金の交付を受けようとすると

きは、知事が別に指示する申請書に関係書類を添え、毎年３月１０

日までに２部を、市にあつては直接、町にあつては所轄の地方局

長を経て、知事に提出しなければならない。

２ 省略

（措置費国庫負担金及び県費負担金交付申請書）

第４３条 市町長（地方自治法第２５２条の２２第１項の中核市の長を除

く。次条第１項において同じ。）は、翌年度における法第５１条第

３号に規定する費用について、法第５３条の規定による国庫負担金

及び法第５５条の規定により県費負担金の交付を受けようとすると

きは、知事が別に指示する申請書に関係書類を添え、毎年３月１０

日までに２部を、市にあつては直接、町にあつては所轄の地方局

長を経て、知事に提出しなければならない。

２ 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第１５号
愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料に関する規則（昭和３０年愛媛県規則第４２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料条例（昭和３０年

愛媛県条例第２６号。以下「条例」という。）第３条の規定に基づ

き、工業技術センター、窯業試験場、繊維産業試験場及び紙産業研

究センターの使用料及び手数料の額を次のとおり定める。

使用料

愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料条例（昭和３０年

愛媛県条例第２６号。以下「条例」という。）第３条の規定に基づ

き、工業技術センター、窯業試験場、繊維産業試験場及び紙産業研

究センターの使用料及び手数料の額を次のとおり定める。

使用料

所掌

区分

種別 細別 単位 金額 備考 所掌

区分

種別 細別 単位 金額 備考
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工業

技術

セン

ター

省略 工業

技術

セン

ター

省略

食品加工

用機器

１～８ 省略 食品加工

用機器

１～８ 省略

９ 真空冷凍

乾燥機

１時間 ２１０円 ９ 真空冷凍

乾燥機

１時間 ３００円

１０～３４ 省略 １０～３４ 省略

窯業

試験

場

省略 窯業

試験

場

省略

窯業用機

器

１～１４ 省略 窯業用機

器

１～１４ 省略

１５ 衝撃強度

測定解析装

置

１時間 ３１０円

繊維

産業

試験

場

染織用機

器

１～４ 省略 繊維

産業

試験

場

染織用機

器

１～４ 省略

５ アップツ

イスター

１時間 ３１０円

６ ダブルカ

バーリング

マシーン

１時間 ２１０円

７ アレンジ

ワインダー

１時間 ２１０円

８ 多色染型

高温高圧チ

ーズ染色機

１時間 ７３０円

９ 高温高圧

製品染色処

理機

１時間 ６３０円

１０ デザイン

企画総合支

援システム

１時間 ３１０円

紙産

業研

究セ

ンタ

ー

省略 紙産

業研

究セ

ンタ

ー

省略

紙加工用

機器

１・２ 省略 紙加工用

機器

１・２ 省略

３ 熱カレン

ダー

１時間 ７３０円 ３ 熱カレン

ダー

１時間 ４００円

４～１３ 省略 ４～１３ 省略

１４ ロータリ

ースクリー

ンコーター

１時間 １，０５０円

省略 省略

注 省略

手数料

注 省略

手数料

所掌

区分

種別 細別 単位 金額 所掌

区分

種別 細別 単位 金額

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

省略

円 円 円

省略

円 円 円

窯業

試験

場

試験 １ 省略 窯業

試験

場

試験 １ 省略

２ 一般物理的

性能試験

�・� 省略

� 粒度試験

�・� 省略

１件 ３，９９０

２ 一般物理的

性能試験

�・� 省略

� 粒度試験

�・� 省略

１件 ４，７９０
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３～５ 省略 ３～５ 省略

６ 測色試験 １件 １，９９０ ６ 測色試験 １件 １，６３０

７・８ 省略 ７・８ 省略

省略 省略

省略 省略

注 省略 注 省略

附 則

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県工業技術センター等の使用料及び手数料に関する規則本則使用料の表及び手数料の表の規定は、この規則の施行の日以

後に徴収する使用料及び手数料について適用し、同日前に徴収した使用料及び手数料については、なお従前の例による。

�愛媛県規則第１６号
愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則（昭和５４年愛媛県規則第８２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第２号（第７条関係） 沿岸漁業改善資金貸付対象事業計画書

様式第２号（その５）

様式第２号（第７条関係） 沿岸漁業改善資金貸付対象事業計画書

様式第２号（その５）

省略 省略

省略 省略

資金

計画

記載要領 備考欄は、過去における住宅金融公庫及び

独立行政法人住宅金融支援機構からの資金の

借入れの有無等を記載すること。

資金

計画

記載要領 備考欄は、過去における住宅金融公庫

資金の

借入 の有無等を記載すること。

省略 省略

注 省略 注 省略

附 則

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１７号
愛媛県宅地造成等規制法施行細則及び愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則の一部を改

正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県宅地造成等規制法施行細則及び愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則の一部

を改正する規則

（愛媛県宅地造成等規制法施行細則の一部改正）

第１条 愛媛県宅地造成等規制法施行細則（昭和４４年愛媛県規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（証明書等の様式）

第２条 法第６条第１項（法第１８条第２項において準用する場合を

含む。）及び第２項に規定する証明書は、身分証明書（様式第１

号）とする。

（証明書等の様式）

第２条 法第６条第１項（法第１７条第２項において準用する場合を

含む。）及び第２項に規定する証明書は、身分証明書（様式第１

号）とする。
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２ 省略

（許可の承継届）

第３条 法第８条第１項本文の許可を受けた造成主の地位を承継し

た者は、速やかに 承継届（様式第３号）を知事に提出しなけれ

ばならない。

（工事の着手届）

第４条 造成主は、法第８条第１項本文の許可に係る 工事（以下

「工事」という。）に着手したときは、速やかに 宅地造成工事

着手届（様式第４号）に当該工事の工程計画書を添えて知事に提

出しなければならない。

（工事中止・廃止・再開届）

第５条 法第８条第１項本文の許可を受けた造成主は、工事を中止

し、若しくは廃止し、又は中止した工事を再開したときは、工事

中止・廃止・再開届（様式第５号）により速やかに その旨を知

事に届け出なければならない。

（協議）

第６条 法第１１条の規定により知事と協議しようとする国又は県

（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２２第１項の中核市

（以下「中核市」という。）を含む。）は、宅地造成に関する工

事の協議書（様式第６号）に省令第４条第１項に規定する図面、

同条第２項に規定する構造計算書及び同条第３項に規定する安定

計算書を添えて知事に提出しなければならない。

２ 知事は、前項の規定による協議書の提出があつたときは、その

内容を審査し、適当と認めたときは、宅地造成に関する工事の協

議成立通知書（様式第７号）により通知するものとする。

３ 前２条 、次条から第９条まで及び第１１条から第１４

条までの規定は、協議が成立した工事について準用する。

（工事計画変更許可申請書等の様式）

第７条 宅地造成等規制法施行規則（昭和３７年建設省令第３号。以

下「省令」という。）第２５条に規定する申請書は、工事計画変更

許可申請書（様式第８号）とする。

２ 法第１２条第２項の規定による届出は、工事計画軽微変更届（様

式第９号）によらなければならない。

（工事の届出書の添付書類）

第８条 省令第２９条に規定する届出書には、次の各号の区分に従い、

当該各号に掲げる図面を添えなければならない。

２ 省略

（許可の承継届）

第３条 法第８条第１項 の許可を受けた造成主の地位を承継し

た者は、すみやかに承継届（様式第３号）を知事に提出しなけれ

ばならない。

（工事の着手届）

第４条 造成主は、法第８条第１項 の許可にかかる工事（以下

「工事」という。）に着手したときは、すみやかに宅地造成工事

着手届（様式第４号）に当該工事の工程計画書を添えて知事に提

出しなければならない。

（工事計画の変更）

第５条 造成主は、工事の概要（宅地造成等規制法施行規則（昭和

３７年建設省令第３号。以下「省令」という。）第４条第１項に規

定する許可申請書の６欄イからトまでに該当する事項をいう。）

を変更しようとするときは、省令第４条に規定する手続によりあ

らためて許可を受けなければならない。

ただし、工事の概要の変更が軽微であり、かつ、災害防止上支

障がないと認められるときは、この限りでない。

２ 前項ただし書に規定する工事の概要の変更については、工事計

画変更承認申請書（様式第５号）により知事の承認を受けなけれ

ばならない。

（変更届）

第６条 法第８条第１項 の許可を受けた造成主は、次の各号の

いずれかに該当する場合 は、当該

各号に定める届出書 によりすみやかにその旨を知

事に届け出なければならない。

� 造成主又は工事施行者の住所又は氏名の変更があつたとき。

造成主・施行者住所氏名変更届（様式第６号）

� 工事を中止し、若しくは廃止し、又は中止した工事を再開し

たとき。工事中止・廃止・再開届（様式第７号）

� 前条に規定する工事の概要の変更を除く工事の計画を変更す

るとき。工事計画変更届（様式第８号）

（協議）

第７条 法第１１条の規定により知事と協議しようとする国又は県

（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２２第１項の中核市

（以下「中核市」という。）を含む。）は、宅地造成に関する工

事の協議書（様式第９号）に省令第４条 に規定する図面

を添えて知事に提出しなければならない。

２ 知事は、前項の規定による協議書の提出があつたときは、その

内容を審査し、適当と認めたときは、宅地造成に関する工事の協

議成立通知書（様式第１０号）により通知するものとする。

３ 第４条から前条まで、次条、第９条 及び第１１条から第１４

条までの規定は、協議が成立した工事について準用する。

（工事の届出書の添付書類）

第８条 省令第８条に規定する届出書には、次の各号の区分に従い、

当該各号に掲げる図面を添えなければならない。
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� 法第１５条第１項の規定による届出

ア 付近見取図

イ・ウ 省略

� 法第１５条第２項の規定による届出

ア 付近見取図

イ 省略

� 法第１５条第３項の規定による届出

ア 付近見取図

イ 省略

（標識の掲示）

第９条 造成主は、工事の着手の日から完了の日までの間当該工事

現場内の見やすい場所に宅地造成工事許可標識（様式第１０号）を

掲示しておかなければならない。

（工事の一部完了検査）

第１１条 工事の一部完了検査を受けようとする造成主は、省令第２７

条に規定する工事完了検査申請書に当該完了した工事の部分を明

らかにした図面を添えなければならない。

２ 省略

（技術的基準の特例）

第１２条 宅地造成等規制法施行令（昭和３７年政令第１６号。以下「政

令」という。）第１５条第１項に規定する災害の防止上支障がない
がけ がけ

と認められる土地は、崖 の下端からその崖 の高さの２倍に相

当する幅の範囲の土地がおおむね水平であり、かつ、河川、池、

沼等の水面又は人の居住、集合、通行等を目的としない用途に供
がけ

され、又は供される予定の土地である場合のその崖 の部分とす

る。

２ 前項の土地においては、政令第６条の規定による擁壁の設置に

代えて、次の各号のいずれかに掲げる工法とすることができる。

�～� 省略

３ 政令第１３条第３号の規定により設置する排水施設の断面を決定

する場合における計画流水量の算定は、次の各号に掲げる数値を

用いるものとする。

�・� 省略

（工事の完了届）

第１３条 法第１５条第１項の規定による届出をした者は、当該工事が

完了したときは、速やかに 工事完了届（様式第１１号）を知事に

提出しなければならない。

（届出工事への準用）

第１４条 第５条の規定は、法第１５条第１項又は第２項の規定による

届出をした者 について準用する。

（届出工事の工事計画軽微変更届）

第１５条 前条に規定する者は、省令第２６条に掲げる事項を変更した

ときは、遅滞なく工事計画軽微変更届を知事に提出しなければな

らない。

（法第８条第１項本文又は第１２条第１項の規定に適合しているこ

とを証する書面の交付申請）

第１６条 省令第３０条 に規定する書面の交付の請求をしようとす

る者は、法第８条第１項本文（第１２条第１項）の規定に適合して

いることを証する書面交付申請書（様式第１２号）を知事に提出し

なければならない。

様式第１号（第２条関係）

� 法第１４条第１項の規定による届出

ア 附近見取図

イ・ウ 省略

� 法第１４条第２項の規定による届出

ア 附近見取図

イ 省略

� 法第１４条第３項の規定による届出

ア 附近見取図

イ 省略

（標識の掲示）

第９条 造成主は、工事の着手の日から完了の日までの間当該工事

現場内の見やすい場所に宅地造成工事許可標識（様式第１１号）を

掲示しておかなければならない。

（工事の一部完了検査）

第１１条 工事の一部完了検査を受けようとする造成主は、省令第６

条に規定する工事完了検査申請書に当該完了した工事の部分を明

らかにした図面を添えなければならない。

２ 省略

（技術的基準の特例）

第１２条 宅地造成等規制法施行令（昭和３７年政令第１６号。以下「政

令」という。）第１６条第１項に規定する災害の防止上支障がない

と認められる土地は、がけの下端からそのがけの高さの２倍に相

当する幅の範囲の土地がおおむね水平であり、かつ、河川、池、

沼等の水面又は人の居住、集合、通行等を目的としない用途に供

され、又は供される予定の土地である場合のそのがけの部分とす

る。

２ 前項の土地においては、政令第５条の規定による擁壁の設置に

かえて、次の各号のいずれかに掲げる工法とすることができる。

�～� 省略

３ 政令第１４条第１項の規定により設置する排水施設の断面を決定

する場合における計画流水量の算定は、次の各号に掲げる数値を

用いるものとする。

�・� 省略

（工事の完了届）

第１３条 法第１４条第１項の規定による届出をした者は、当該工事が

完了したときは、すみやかに工事完了届（様式第１２号）を知事に

提出しなければならない。

（届出工事への準用）

第１４条 第６条の規定は、法第１４条第１項又は第２項の規定により

届出を要する工事について準用する。

（法第８条第１項 の規定に適合しているこ

とを証する書面の交付申請）

第１５条 省令第８条の２に規定する書面の交付の請求をしようとす

る者は、法第８条第１項 の規定に適合して

いることを証する書面交付申請書（様式第１３号）を知事に提出し

なければならない。

様式第１号

表 表
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�
�
�
�
�
�
�
�
６セ
ンチ
メー
トル
�
�
�
�
�
�
�
�

省略

上記の者は、宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１

号）第４条第１項の規定による測量又は 調査及び

同法第５条第１項の規定による障害物の伐除又は 土

地の試掘等並びに同法第１８条第１項の規定による検査

のため、他人の占有する土地又は 宅地に立ち入る権

限を有するものであることを証明する。

有効期限 年 月 日

年 月 日 愛媛県知事 �

�
�
�
�
�
�
�
�
６セ
ンチ
メー
トル
�
�
�
�
�
�
�
�

省略

上記の者は、宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１

号）第４条第１項の規定による測量または調査および

同法第５条第１項の規定による障害物の伐除または土

地の試掘ならびに同法第１７条第１項の規定による検査

のため、他人の占有する土地または宅地に立ち入る権

限を有するものであることを証明する。

有効期限 年 月 日

年 月 日 愛媛県知事 �

�������� ９ セ ン チ メ ー ト ル �������� �������� ９ セ ン チ メ ー ト ル ��������

裏 裏

省略 省略

様式第５号（第５条関係）

工事計画変更承認申請書

年 月 日

愛媛県知事 様

住 所

氏 名 �

宅地造成に関する工事の計画を変更したいので、宅地造成

等規制法施行細則（昭和４４年愛媛県規則第１９号）第５条の規

定により承認を申請します。

許可年月日及び番号 年 月 日 愛媛県指令 第 号

宅地の所在及び地番

変 更 の 理 由

変 更 の 内 容

関 係 図 書 別添のとおり

注）１ 住所氏名は、法人にあつては、主たる事務所の所在地、

名称及び代表者の職氏名を記入してください。

２ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署

名することができます。

３ 工事計画の変更部分を明らかにした図面を添付してく

ださい。

様式第６号（第６条関係）

造成主
住所氏名変更届

施行者

年 月 日

愛媛県知事 様

住 所

氏 名 �

住所氏名を変更したので、宅地造成等規制法施行細則（昭

和４４年愛媛県規則第１９号）第６条第１号の規定により届け出

します。

変更事項
新

旧

許可年月日及び番号 年 月 日 愛媛県指令 第 号

変更理由

注）１ 不要の文字は、抹消してください。

２ 住所氏名は、法人にあつては、主たる事務所の所在地、
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様式第５号（第５条関係）

名称及び代表者の職氏名を記入してください。

様式第７号（第６条関係）

省略

宅地造成工事を中止・廃止・再開したので、宅地造成等規

制法施行細則（昭和４４年愛媛県規則第１９号）第５条 の

規定により届け出ます。

省略

宅地造成工事を中止・廃止・再開したので、宅地造成等規

制法施行細則（昭和４４年愛媛県規則第１９号）第６条第２号の

規定により届け出します。

省略 省略

注） 省略 注） 省略

様式第８号（第６条関係）

工 事 計 画 変 更 届

年 月 日

愛媛県知事 様

住 所

氏 名 �

宅地造成に関する工事の計画を変更したいので、宅地造成

等規制法施行細則（昭和４４年愛媛県規則第１９号）第６条第３

号の規定により届け出します。

許可年月日及び番号 年 月 日 愛媛県指令 第 号

宅地の所在及び地番

変 更 の 理 由

変 更 の 内 容

関 係 図 書 別添のとおり

様式第６号

様式第７号（第６条関係）

注）１ 住所氏名は、法人にあつては、主たる事務所の所在地、

名称及び代表者の職氏名を記入してください。

２ 工事計画の変更部分を明らかにした図面を添付してく

ださい。

様式第９号

様式第１０号

省略

愛媛県知事 �

年 月 日付け協議のあつた宅地造成に関する工

事については、次のとおり協議が成立したので宅地造成等規制法

施行細則（昭和４４年愛媛県規則第１９号）第６条第２項の規定に

より通知します。

省略

愛媛県知事 �

年 月 日付け協議のあつた宅地造成に関する工

事については、次のとおり協議が成立したので宅地造成等規制法

施行細則第７条第２項 の規定に

より通知します。

省略 省略

１ 造 成 主 の 住 所 及 び 氏 名 省略 １ 造 成 主 の 住 所 お よ び 氏 名 省略

２ 設 計 者 の 住 所 及 び 氏 名 省略 ２ 設 計 者 の 住 所 お よ び 氏 名 省略

３ 工事施行者の住所及び 氏名 省略 ３ 工事施行者の住所および氏名 省略

４・５ 省略 ４・５ 省略

�
切土又は 盛土をする土地の

面積
省略 �

切土または盛土をする土地の

面積
省略

６ � 切 土 又 は 盛 土 の 土 量 省略 ６ � 切 土 ま た は 盛 土 の 土 量 省略

工 � 省略 工 � 省略

事

の � 排 水 施 設

番

号

種

類

のり

内法寸法 延長
事

の � 排 水 施 設

番

号

種

類
内のり寸法 延長
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概

要

省略 概

要

省略

がけ

� 崖 面 の 保 護 の 方 法 � が け 面 の 保 護 の 方 法

�～� 省略 �～� 省略

７ 省略 ７ 省略

様式第８号（第７条関係）

工事計画変更許可申請書

年 月 日

愛媛県知事 様

住所（法人にあつては、

主たる事務所の所在地）

申請者

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名） �

変 更 に 係 る 事 項

変 更 の 理 由

宅地造成に関する

工 事 の 許 可 番 号
年 月 日 愛媛県指令 第 号

関 係 図 書 別添のとおり。

注）１ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署

名することができます。

２ 宅地造成等規制法施行規則（昭和３７年建設省令第３号）

第４条の表に掲げる図面のうち宅地造成に関する工事の

変更に伴いその内容が変更されるものを添付してくださ

い。

様式第９号（第７条関係）

工事計画軽微変更届

年 月 日

愛媛県知事 様

住所（法人にあつては、

主たる事務所の所在地）

届出者

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名）

変 更 事 項

変 更 内 容

変更後

変更前
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宅地造 成 に 関 す る

工 事 の 許 可 番 号
年 月 日 愛媛県指令 第 号

変 更 理 由

様式第１０号（第９条関係）

様式第１１号（第１３条関係）

様式第１２号（第１６条関係）

様式第１１号（第９条関係）

様式第１２号（第１３条関係）

様式第１３号（第１５条関係）

法第８条第１項本文（第１２条第１項）の規定に

適合していることを証する書面交付申請書

省略

法第８条第１項 の規定に

適合していることを証する書面交付申請書

省略

省略 省略

※
証
明
欄

第 号

上記の事項は、宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１

号）第８条第１項本文（第１２条第１項）の規定に適合し

ていることを証明します。

年 月 日

愛媛県知事 �

※
証
明
欄

第 号

上記の事項は、宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１

号）第８条第１項 の規定に適合し

ていることを証明します。

年 月 日

愛媛県知事 �

注）１ 不要の文字は、抹消してください。

２ 省略

３ 省略

注）

１ 省略

２ 省略

（愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則の一部改正）

第２条 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則（平成１２年愛媛県規則第３６号）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第３（第８条関係） 別表第３（第８条関係）

１～３ 省略

４ 擁壁を用いる場合の当該擁壁の構造は、宅地造成等規制法

施行令（昭和３７年政令第１６号）第６条第１項第２号及び第７

条から第１０条までの規定に適合すること。

５～８ 省略

１～３ 省略

４ 擁壁を用いる場合の当該擁壁の構造は、宅地造成等規制法

施行令（昭和３７年政令第１６号）第６条

から第１０条までの規定に適合すること。

５～８ 省略

別表第５（第７条、第１０条関係） 別表第５（第７条、第１０条関係）

１～１０ 省略

１１ 宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第８条第１項

本文の規定による許可を要する行為

１２～１８ 省略

１～１０ 省略

１１ 宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第８条第１項

の規定による許可を要する行為

１２～１８ 省略
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附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則（平成１２年愛媛県規則第１６号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

１～１１ 省略 １～１１ 省略

１２ 特例条例別表

４１の項第１１号に

規定する宅地造

成等規制法（昭和

３６年法律第１９１

号）の施行のため

の規則に基づく

事務であって規

則で定めるもの

愛媛県宅地造成等規制法施行細則（昭

和４４年愛媛県規則第１９号。以下この項に

おいて「規則」という。）に基づく事務

のうち、次に掲げるもの

�・� 省略

� 規則第５条（規則第１４条において準

用する場合を含む。）の規定に基づく

工事の中止、廃止又は再開の届出の受

理に関する事務

� 規則第１５条の規定に基づく軽微な変

更の届出の受理に関する事務

� 省略

１２ 特例条例別表

４１の項第１１号に

規定する宅地造

成等規制法（昭和

３６年法律第１９１

号）の施行のため

の規則に基づく

事務であって規

則で定めるもの

愛媛県宅地造成等規制法施行細則（昭

和４４年愛媛県規則第１９号。以下この項に

おいて「規則」という。）に基づく事務

のうち、次に掲げるもの

�・� 省略

� 規則第５条第２項の規定に基づく工

事の概要の変更の承認に関する事務

� 規則第６条（規則第１４条において準

用する場合を含む。）の規定に基づく

変更等 の届出の受

理に関する事務

� 省略

１３ 特例条例別表

４２の項第６号に

規定する宅地造

成等規制法の施

行のための規則

に基づく事務で

あって規則で定

めるもの

愛媛県宅地造成等規制法施行細則（以

下この項において「規則」という。）に

基づく事務のうち、次に掲げるもの

�・� 省略

� 規則第５条（規則第１４条において準

用する場合を含む。）の規定に基づく

工事の中止、廃止又は再開の届出の受

付及び当該届出に係る届出書の知事へ

の送付に関する事務

� 規則第１５条の規定に基づく軽微な変

更の届出の受付及び当該届出に係る届

出書の知事への送付に関する事務

� 省略

１３ 特例条例別表

４２の項第６号に

規定する宅地造

成等規制法の施

行のための規則

に基づく事務で

あって規則で定

めるもの

愛媛県宅地造成等規制法施行細則（以

下この項において「規則」という。）に

基づく事務のうち、次に掲げるもの

�・� 省略

� 規則第５条第２項の規定に基づく工

事の概要の変更の承認の申請の受付及

び当該申請に係る申請書の知事への送

付に関する事務

� 規則第６条（規則第１４条において準

用する場合を含む。）の規定に基づく

変更等 の届出の受

付及び当該届出に係る届出書の知事へ

の送付に関する事務

� 省略

１４～２０ 省略 １４～２０ 省略
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告 示

�愛媛県告示第５５８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、宇和島市長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地

は宇和島市の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５５９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

宇和島市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５６０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、宇和島市長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地

は宇和島市の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５６１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

宇和島市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５６２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、宇和島市長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地

は宇和島市の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５６３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

宇和島市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５６４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、宇和島市長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地

は宇和島市の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

宇和島市三浦西１２９９の３＋堤、１２９９の８及び新１１７の
地先

７．１０

宇和島市三浦西１２９９の３＋堤、１２９９の８及び１２９９の９
の地先

１１．７８

宇和島市三浦西１２９９の９、１２９９の１３、１３００の１１、１３００
の１４から１３００の１６まで、１３１４の２及び新６６の１３の地先

４５１．０１

宇和島市三浦西１３１５、１６８９の３、新６の１、新１０の２、
新１０の３、新１０の５、新６６の５及び新６６の１３の地先

２９１．２７

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

三浦西 宇和島市三浦西１２９９の３＋堤、１２９９の８及び
新１１７の地先公有水面埋立地

７．１０

宇和島市三浦西１２９９の３＋堤、１２９９の８及び
１２９９の９の地先公有水面埋立地

１１．７８

宇和島市三浦西１２９９の９、１２９９の１３、１３００の
１１、１３００の１４から１３００の１６まで、１３１４の２及
び新６６の１３の地先公有水面埋立地

４５１．０１

宇和島市三浦西１３１５、１６８９の３、新６の１、
新１０の２、新１０の３、新１０の５、新６６の５及
び新６６の１３の地先公有水面埋立地

２９１．２７

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

宇和島市三浦西３５６６の１、３５６６の１２、３５６９の１、３５７０、
３５７１の４、３５７１の１０、３６２４の２、３６２４の５、３６２５の５、
３６２５の６、３６２５の１０、３６２７の１、３６２８の１から３６２８の
３まで、３６２８の５及び新２４の２の地先

１，５６４．８８

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

三浦西 宇和島市三浦西３５６６の１、３５６６の１２、３５６９の
１、３５７０、３５７１の４、３５７１の１０、３６２４の２、
３６２４の５、３６２５の５、３６２５の６、３６２５の１０、
３６２７の１、３６２８の１から３６２８の３まで、３６２８
の５及び新２４の２の地先公有水面埋立地

１，５６４．８８

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

宇和島市�淵７００、７０１の２、７０２の１、７０３の１、７０４
の２、７０６の１、７０８、７５７から７６２まで、８４８の１、８４８
の２、８４９、８５９、８６０、８６４、８６５の１及び８６５の２の地
先

１，３１８．１９

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

�淵 宇和島市�淵７００、７０１の２、７０２の１、７０３の
１、７０４の２、７０６の１、７０８、７５７から７６２ま
で、８４８の１、８４８の２、８４９、８５９、８６０、８６４、
８６５の１及び８６５の２の地先公有水面埋立地

１，３１８．１９

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

宇和島市百之浦１２９７の４、１３６２の１、１３６２の３、１３６２
の４、１３６４の２及び１３６４の４の地先

７４．６９

宇和島市百之浦１２６１の２２から１２６１の２４まで、１２６２の６、
１２９７の３及び１２９７の４の地先

１２１．３８

宇和島市百之浦１２１８の２、１２１９の２、１２２６、１２２７、１２
３３、１２３３の２、１２３４、１２３４の２、１２３８、１２４７、１２５６の
１から１２５６の４まで、１２５７の３、新１２、新２４の１及び
新２４の２並びに蛤３７５の３、３７５の５、新３の２及び新
３の３の地先

５９５．８２
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�愛媛県告示第５６５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

宇和島市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５６６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、宇和島市長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地

は宇和島市の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５６７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

宇和島市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５６８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、宇和島市長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地

は宇和島市の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５６９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

宇和島市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５７０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、宇和島市長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地

は宇和島市の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５７１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

宇和島市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５７２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、宇和島市長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

百之浦 宇和島市百之浦１２９７の４、１３６２の１、１３６２の
３、１３６２の４、１３６４の２及び１３６４の４の地先
公有水面埋立地

７４．６９

宇和島市百之浦１２６１の２２から１２６１の２４まで、
１２６２の６、１２９７の３及び１２９７の４の地先公有
水面埋立地

１２１．３８

宇和島市百之浦１２１８の２、１２１９の２、１２２６、
１２２７、１２３３、１２３３の２、１２３４、１２３４の２、１２
３８、１２４７、１２５６の１から１２５６の４まで、１２５７
の３、新１２、新２４の１及び新２４の２並びに蛤
３７５の３、３７５の５、新３の２及び新３の３の
地先公有水面埋立地

５９５．８２

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

宇和島市蛤８０の９、９４、９５及び１０２の３の地先 ３１９．６０

宇和島市蛤１０８の２、１０９の１、１０９の２、１１４の２、１１
５の２、１２０、１２１の２、６６０、６６１の２、６６１の３、６７２
の５、６７３の３及び新１４の地先

２６６７．８６

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

蛤 宇和島市蛤８０の９、９４、９５及び１０２の３の地
先公有水面埋立地

３１９．６０

宇和島市蛤１０８の２、１０９の１、１０９の２、１１４
の２、１１５の２、１２０、１２１の２、６６０、６６１の
２、６６１の３、６７２の５、６７３の３及び新１４の
地先公有水面埋立地

２６６７．８６

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

宇和島市蛤３０３８の３６、３０３８の９３、３０３８の９４及び３０３８の
９９の地先

２，１８７．４０

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

蛤
宇和島市蛤３０３８の３６、３０３８の９３、３０３８の９４及
び３０３８の９９の地先公有水面埋立地

２，１８７．４０

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

宇和島市蛤３０４０の１５の地先 ８．１１

宇和島市蛤３０４０の７、３０４０の１５及び３０４０の１６の地先 ３９．８４

宇和島市蛤３０４０の７、３０４０の１６及び３０４０の１７の地先 １８７．５８

宇和島市蛤３０４０の７、３０４０の１７及び３０４０の１８の地先 ６９９．４３

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

蛤 宇和島市蛤３０４０の１５の地先公有水面埋立地 ８．１１

宇和島市蛤３０４０の７、３０４０の１５及び３０４０の１６
の地先公有水面埋立地

３９．８４

宇和島市蛤３０４０の７、３０４０の１６及び３０４０の１７
の地先公有水面埋立地

１８７．５８

宇和島市蛤３０４０の７、３０４０の１７及び３０４０の１８
の地先公有水面埋立地

６９９．４３
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は宇和島市の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５７３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

宇和島市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５７４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、宇和島市長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地

は宇和島市の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５７５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

宇和島市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５７６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、宇和島市長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地

は宇和島市の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５７７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

宇和島市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５７８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、宇和島市長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地

は宇和島市の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５７９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

宇和島市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

宇和島市日振島２１７０の１、２１７０の３、２１７２の１、２１７２
の４、２１７３、２１７４及び２１７６の地先

６７１．８６

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

日振島 宇和島市日振島２１７０の１、２１７０の３、２１７２の
１、２１７２の４、２１７３、２１７４及び２１７６の地先公
有水面埋立地

６７１．８６

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

宇和島市吉田町奥浦１の２、１の５、１の９並びに南
君１の４、４の３、４の４、６１の２、６８の２、７５の２、
７６の２、７９の２、８０の３、８０の４、８１の１から８１の４
まで、８４、１８４の２、１８５の１、１８５の４、１８６の４、１８
６の６、１８６の７、１８７の２、番外１の２、番外２の２
及び番外２７の８の地先

３，００５．７２

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

南君 宇和島市吉田町奥浦１の２、１の５、１の９
並びに南君１の４、４の３、４の４、６１の２、
６８の２、７５の２、７６の２、７９の２、８０の３、
８０の４、８１の１から８１の４まで、８４、１８４の
２、１８５の１、１８５の４、１８６の４、１８６の６、
１８６の７、１８７の２、番外１の２、番外２の２
及び番外２７の８の地先公有水面埋立地

３，００５．７２

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

宇和島市吉田町法華津字ウバサコ８番耕地８２の１＋８２
の４＋８２の５＋８２の６、８２の２、８７の１、８８の１、８８
の２、８９の２及び８９の３並びに字与村井８番耕地９２の
２、９４の２、９４の３、９５の２、９５の３、９５の４、９６の
２、９７の２、１０１の２、１０３の２、１０４の２、１０５の３、
１０９の２、１１０の２、１１１の２及び１６７の１＋１６７の３＋
１６７の４の地先

２，５７２．７０

字 の 名 称 左記の区域に編入する新たに生じた土地

大字名 小字名 区 域 面 積
（平方メートル）

法華津 字
与村井

宇和島市吉田町法華津字ウバサコ８番耕
地８２の１＋８２の４＋８２の５＋８２の６、８２
の２、８７の１、８８の１、８８の２、８９の２
及び８９の３並びに字与村井８番耕地９２の
２、９４の２、９４の３、９５の２、９５の３、
９５の４、９６の２、９７の２、１０１の２、１０３
の２、１０４の２、１０５の３、１０９の２、１１０
の２、１１１の２及び１６７の１＋１６７の３＋
１６７の４の地先公有水面埋立地

２，５７２．７０

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

宇和島市吉田町深浦字ゴウダ２番耕地２の１、３の４
及び３の６並びに字ジョノシタ２番耕地４７７の２、４７８
の１、４８２の１、４８３の１、４８４の１から４８４の３まで、
４８７の１、４８８の２及び４９１の１の地先

１，５３７．２３

宇和島市吉田町深浦字ムカイ１番耕地３９の１０、３９の１４
及び３９の１５並びに字ヲヲギダ１番耕地４０７の２、４０７の
７、４０７の１０、４０７の１２、４０７の１４及び４０７の１６から４０７
の１８までの地先

１，８４１．２６

字 の 名 称 左記の区域に編入する新たに生じた土地

大字名 小字名 区 域 面 積
（平方メートル）

深浦 字ゴウ
ダ２番
耕地

宇和島市吉田町深浦字ゴウダ２番耕地２
の１、３の４及び３の６並びに字ジョノ
シタ２番耕地４７７の２、４７８の１、４８２の
１、４８３の１、４８４の１から４８４の３まで、

１，５３７．２３

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

３５７



��������������

�������
�愛媛県告示第５８０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

宇和島市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５８２号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）

第４条第１項の規定に基づき、第１０次鳥獣保護事業計画を定めた。

第１０次鳥獣保護事業計画書の写しは、愛媛県県民環境部環境局自

然保護課並びに各地方局産業経済部森林林業課及び松山地方局産業

経済部久万高原森林林業課並びに西条地方局産業経済部森林林業課

四国中央森林林業振興班、八幡浜地方局産業経済部森林林業課大洲

森林林業振興班及び西予森林林業振興班並びに宇和島地方局産業経

済部森林林業課愛南森林林業振興班において供覧する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５８３号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）

第７条第１項の規定に基づき、第２次愛媛県イノシシ適正管理計画

を定めた。

第２次愛媛県イノシシ適正管理計画書の写しは、愛媛県県民環境

部環境局自然保護課並びに各地方局産業経済部森林林業課及び松山

地方局産業経済部久万高原森林林業課並びに西条地方局産業経済部

森林林業課四国中央森林林業振興班、八幡浜地方局産業経済部森林

林業課大洲森林林業振興班及び西予森林林業振興班並びに宇和島地

方局産業経済部森林林業課愛南森林林業振興班において供覧する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５８４号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）

第１４条第１項の規定に基づき、次のとおり特定鳥獣の狩猟期間を拡

大する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 狩猟期間を拡大する特定鳥獣の種類 イノシシ

２ 狩猟期間を拡大する区域 愛媛県全域

３ 拡大する狩猟期間

第２次愛媛県イノシシ適正管理計画（平成１９年３月愛媛県告示

第５８３号）の期間（平成１９年４月１日から平成２４年３月３１日まで）

内において、毎年２月１６日から３月１５日まで

�������
�愛媛県告示第５８５号
医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の３第１０項の規定により、

第４次愛媛県地域保健医療計画（平成１４年４月愛媛県告示第７３５号）

を次のとおり変更し、平成１９年４月１日から施行する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（「次のとおり」は、省略し、変更後の計画書を愛媛県保健福祉

部管理局保健福祉課及び各保健所に備え置いて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第５８６号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定により、

次のとおり医療機関を指定した。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５８１号
愛媛県情報公開条例第３４条第１項の規定による知事が定める法人の指定（平成１３年１２月愛媛県告示第２０１２号）の一部を次のように改正し、

平成１９年４月１日から施行する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）第３５条第１項

の規定により、知事が定める法人を次のとおり定める。

愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）第３４条第１項

の規定により、知事が定める法人を次のとおり定める。

４８７の１、４８８の２及び４９１の１の地先公
有水面埋立地

字ムカ
イ１番
耕地

宇和島市吉田町深浦字ムカイ１番耕地３９
の１０、３９の１４及び３９の１５並びに字ヲヲギ
ダ１番耕地４０７の２、４０７の７、４０７の１０、
４０７の１２、４０７の１４及び４０７の１６から４０７の
１８までの地先公有水面埋立地

１，８４１．２６ 字の名称 左記の区域に編入する区域
摘 要

大 字 名 大 字 名 地 番

大字坂下
津

大字保手
１丁目

甲４１８－５、甲４１８－６、甲４２２－１、甲
４２２－２、甲４２４－７、甲４２７－１及び甲
４２７－２

これに伴
う道路、
水路等を
含む。

指 定
番 号

開 設 者 の 氏
名 又 は 名 称 名 称 所 在 地 指 定

年 月 日

２７８３ 医療法人誓生会 松 風 病 院 四国中央市土居町入
野９７０

平成１９年
２月１日

２７８４
医療法人
今井クリニック
整形外科

今井クリニック
整形外科

西条市丹原町今井１０
６－１

平成１９年
２月５日

２７８５ 医療法人慈空会
上 岡 医 院

医療法人慈空会
上 岡 医 院 伊予市上野９３７－１ 平成１９年

３月６日

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号
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�������
�愛媛県告示第５８７号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定により指

定した次の指定医療機関は、廃止年月日欄に掲げる日に廃止された

ので、同項の規定による指定医療機関の指定の効力は、同日をもっ

て消滅した。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

２７８６ 医 療 法 人
橘 医 院 医療法人橘医院 伊予市灘町１３６－３ 平成１９年

３月６日

２７８７ 医療法人星友会 回 生 堂 医 院 西条市神拝甲５９１ 平成１９年
３月８日

２７８８ 医療法人
サカタ産婦人科

医療法人
サカタ産婦人科 西条市下島山甲１４５３ 平成１９年３月９日

２７８９ 壬 生 真 人 み ぶ 小 児 科 今治市北宝来町三丁
目１－２７

平成１９年
３月９日

２７９０ 久万高原町長
久万高原町国民
健康保険父二峰
診療所

上浮穴郡久万高原町
露峰甲４１５－２

平成１９年
３月９日

２７９１ 久万高原町長
久万高原町国民
健康保険面河診
療所

上浮穴郡久万高原町
渋草２４７４

平成１９年
３月９日

２７９２ 医療法人光雄会 林 医 院 今治市菊間町浜４１４ 平成１９年
３月１５日

２７９３ 医療法人
た く ぼ 眼 科

医療法人
た く ぼ 眼 科

今治市南宝来町三丁
目２－９

平成１９年
３月１５日

１０６６６ 有限会社
ひろ調剤薬局

有限会社
ひろ調剤薬局砥
部店

伊予郡砥部町高尾田
６３５－４

平成１９年
３月５日

１０６６７ 株 式 会 社 仁 やませみ薬局 新居浜市喜光地町一
丁目１４－１０

平成１９年
３月９日

５３４ 医療法人慈風会 医療法人慈風会
河 南 病 院 今治市町谷７００ 平成１６年

４月５日

５６３ 川 内 町 長 川内国民健康保
険直営診療所 東温市南方２６１ 平成１６年

７月３１日

６０１ 今 井 陽 三 今 井 診 療 所 西条市丹原町今井１５
５

平成１６年
３月２５日

６３６ 森 正 紀 森 医 院 西条市大町１４９６ 平成１５年
９月１４日

６４０ 丹 清 人 丹 病 院 今治市末広町三丁目
４－１０

平成８年
５月３１日

６５２ 佐々木 龍
新居浜市伝染病
棟組合立泉川診
療所

新居浜市下泉町二丁
目７－２１

昭和３４年
４月１日

６５７ 野 間 新 也 野間内科診療所 今治市栄町二丁目１
－８

昭和５１年
１１月１７日

７９２ 藤 沢 勝 之 藤 沢 医 院 西予市宇和町卯之町
１－１２８３

平成１９年
１月１９日

７９９ 秦 雅 信 秦 医 院 越智郡上島町弓削下
弓削１２７－５

平成１９年
３月１２日

８１０ 高 橋 山 郎 高 橋 内 科 西条市野之市下組５１ 平成１５年３月３１日

８１３ 井 石 澄 雄 井石内科医院 新居浜市西原町一丁
目１－６５

平成１３年
２月２４日

９００ 松 岡 義 鑑 松 岡 医 院 伊予市灘町１２３－２ 平成６年
１０月１日

９０８ 社団法人
新居浜市医師会

新居浜市医師会
内科小児科休日
急患診療センタ
ー

新居浜市庄内町四丁
目７－１７

平成１９年
３月９日

９８２ 小野田 収 小 野 田 外 科 今治市米屋町二丁目
１－１０

昭和６２年
３月３１日

９８５ 田 所 元 廣 田所耳鼻咽喉科 新居浜市徳常町９－
２６

平成元年
１２月３１日

１００２ 筒 井 武 志 筒井整形外科 西条市大町弁財天７０
６－４

平成１７年
１０月３１日

１００８ 弓 山 忍 弓 山 外 科 西条市三津屋１９７－
６

平成１９年
３月９日

１０１１ 浜 本 博 浜 本 内 科 新居浜市西の土居町
二丁目６－２２

平成１２年
４月３０日

１０５８ 知 元 勝 知 元 外 科 新居浜市松神子１０２７
－８

平成１１年
１２月３１日

１０６２ 高 橋 徳三郎 高 橋 医 院 伊予市灘町１８８ 平成１４年
１２月３１日

１０７６ 高 島 康 美 高 島 医 院 北宇和郡鬼北町大字
下鍵山甲８４－１

平成１８年
４月３０日

１０９１ 橋 田 邦 夫 橋 田 医 院 伊予郡砥部町大南６３ 平成１５年５月３１日

１０９９ 藤 野 旭 藤 野 医 院 伊予郡松前町大字浜
４１７

平成１９年
３月５日

１１３６ 村 瀬 哲 郎 村瀬循環器科内
科

今治市中日吉町二丁
目７－５０

平成１９年
３月９日

１１５９ 久 万 町 長
久万町国民健康
保険父二峰診療
所

上浮穴郡久万高原町
露峰甲４２０－２

平成１６年
３月３１日

１１７０ 吉 田 茂 雄 吉 田 内 科 新居浜市喜光地町一
丁目４－２４

平成６年
７月２０日

１２０１ 立 花 明 久 立花外科病院 新居浜市喜光地町一
丁目１４－１２

昭和６３年
１月１日

１２３８ 鈴 木 宏 鈴 木 眼 科 新居浜市一宮町一丁
目５－５０

平成２年
４月３０日

１２５２ 吉 村 耕太郎 吉 村 医 院 新居浜市徳常町２－
４１

平成元年
１２月３１日

指 定
番 号

開 設 者 の 氏
名 又 は 名 称 名 称 所 在 地 廃 止

年 月 日

２１５ 加 藤 敬 加 藤 医 院 西条市大町新町１６０２ 平成１６年９月１日

２２１ 松 浦 博 松 浦 診 療 所 西条市大町１７１４ 昭和５２年
７月４日

２２５ 山 元 幸 一 木 原 眼 科 西条市栄町３ 平成１３年
６月３０日

２２９ 内 田 武 内田産婦人科 西条市大町８１０ 昭和４９年
２月１５日

２６６ 飯 尾 健太郎 飯 尾 診 療 所 西条市三津屋１３９ 平成９年
５月２６日

３１３ 近 藤 俊 平 近 藤 医 院 新居浜市港町１－３０ 平成４年４月１日

３６４ 豊 島 吉 男 豊 島 医 院 伊予郡砥部町大南７０
３

平成１０年
３月５日

３８７ 三宅川 通 三 宅 川 医 院 今治市町谷甲１７－１ 平成元年
１２月３１日

４３４ 宇 和 島 市 長
宇和島国民健康
保険日振島診療
所

宇和島市日振島２－
２２９

平成１７年
７月３１日

４５４ 津 島 町 長 津島町国民健康
保険御槙診療所

宇和島市津島町御内
１－５４５

平成１７年
７月３１日

４５５ 眞 鍋 上 二 眞 鍋 医 院 四国中央市川之江町
１２９７

平成１９年
３月１６日

４６８ 医療法人誓生会 医療法人誓生会
山 内 病 院

四国中央市土居町入
野９８１

平成１９年
２月１日

５０３ 和 田 新 一 和 田 医 院 西条市神拝甲５１１ 平成１１年
１１月３日

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号
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１２５６ 山 本 三 郎 山 本 病 院 伊予郡砥部町宮内１１
７８－１

平成１３年
９月３０日

１２７７ 大 野 公 郎 新 田 診 療 所 新居浜市新田町一丁
目９－９

昭和４９年
８月１日

１３２５ 山 崎 三千年 山崎歯科医院 西条市三津屋５０－６ 昭和５５年
１２月３１日

１３３３ 井 上 力 井上整形外科医
院

四国中央市三島中央
五丁目５－８

平成１９年
３月１５日

１３５８ フジボウ愛媛株
式会社

壬生川工場診療
所 西条市大新田２７２ 平成１４年

３月３１日

１３６５ 松 浦 裕 松 浦 皮 膚 科 西条市大町１７１４ 平成元年
３月３０日

１３７１ 堀 江 修一郎 堀江歯科医院 西条市大町北ノ丁１４
９３

平成７年
１月３１日

１４８１ 宍 戸 豊 史 宍 戸 医 院 宇和島市堀端町２－
７

平成３年
１月３１日

１４９３ 白 石 昌 之 白石循環器科 四国中央市金生町下
分７９４－１

平成１９年
３月８日

１５２１ 面 河 村 長 面河村国民健康
保険診療所

上浮穴郡久万高原町
木山野１１番耕地１０８
第１

昭和５６年
３月３１日

１５４７ 星 加 照 毅 回 生 堂 医 院 西条市神拝西新町甲
５９１

平成１２年
１月３１日

１５７３ 飯 尾 久 飯尾耳鼻咽喉科
内科 西条市北条７６１ 平成１９年

３月６日

１５５１ 日 野 幸 子 日野歯科医院 東温市牛渕１９５２－１ 平成８年
４月１日

１６２２ 林 雄 司 林 医 院 今治市菊間町浜４０８ 平成９年
３月３１日

１６４８ 医療法人萠生会
医療法人萠生会
稲田整形外科医
院

伊予市米湊８１５－１ 平成１９年
３月２日

１７２６ 野 村 歌 子 野 村 医 院 伊予郡砥部町重光２７
５－１

平成１１年
２月１２日

１７３３ 加 藤 一 加 藤 医 院 新居浜市松原町１２－
４４

平成８年
３月１０日

１７４８ 医療法人社団
いよ整形外科 いよ整形外科 伊予市米湊８７０－１ 平成１９年

３月１２日

１７５０ 医療法人社団
重信クリニック 重信クリニック 東温市志津川２４６－

６
平成１９年
３月３日

１７６４ 医療法人誠志会 医療法人誠志会
砥 部 病 院

伊予郡砥部町麻生４０
－１

平成１９年
２月２８日

１７７７ 社団法人
新居浜市医師会

新居浜市医師会
診療所

新居浜市庄内町四丁
目７－５４

平成１９年
３月９日

１８２４ 河 辺 憲 郎 河辺整形外科 伊予郡松前町大字浜
８５８

平成３年
２月１日

１８３３ 医療法人
梶 原 医 院 梶 原 医 院 伊予市双海町上灘甲

５７８３
平成１８年
１２月３１日

１８３５ 医療法人社団
兵 頭 内 科 兵 頭 内 科 伊予郡松前町大字筒

井字中須賀３５５
平成１９年
２月１９日

１８４３ 医療法人泉内科 泉 内 科 東温市南方１５９５－２ 平成１９年
３月２日

１８８４ 上 田 格 上 田 医 院 新居浜市中村二丁目
８－５８

平成１９年
３月７日

１９２３ 医療法人徳善会 松岡整形外科医
院

四国中央市川之江町
３２９－１

平成１９年
２月２８日

１９６１ 佐々木 健一郎 広 仁 医 院 今治市中日吉町一丁
目５－２３

平成１９年
２月２８日

２０４３ 医療法人
加 地 医 院 加 地 医 院 四国中央市三島中央

三丁目１１－６
平成１９年
３月７日

２０９５ 医療法人徳仁会 矢 部 内 科 四国中央市三島宮川
四丁目６－７１

平成１９年
３月１５日

２１５６ 大 坪 公 明 大 坪 医 院 四国中央市三島中央
五丁目１－２０

平成１９年
３月１日

２１６０ 佐 伯 英 司 永野医院駅前診
療所

西条市小松町新屋敷
甲３６０－１

平成８年
１２月３１日

２１６３ 面 河 村 長 面河村国民健康
保険診療所

上浮穴郡久万高原町
渋草２４７４

平成１６年
７月３１日

２２３３ 吉 井 隆 志 吉井歯科クリニ
ック

四国中央市金生町下
分１３０４

平成１９年
３月１０日

２２８０ 田 窪 一 徳 た く ぼ 眼 科 今治市南宝来町三丁
目２－９

平成１７年
１１月３０日

２２９１ 医療法人
高木耳鼻咽喉科 高木耳鼻咽喉科 四国中央市下柏町６８

１－１
平成１９年
３月１３日

２２９３ 東 岡 佳 勝 東岡整形外科 伊予郡松前町恵久美
茂塚６７０－１

平成１０年
４月３０日

２２９４ 橘 秀 樹 橘 医 院 伊予市灘町１３６－３ 平成１９年
３月６日

２３０３ 林 雅 郎 はやし外科クリ
ニック

新居浜市萩生岸の下
１１９１

平成１０年
２月２８日

２３２３ 佐 竹 政 志 さ た け 歯 科 伊予郡松前町北黒田
６５７

平成１９年
２月８日

２３２７ 鷲 見 信 清 すみ整形外科リ
ハビリ科

新居浜市土橋一丁目
１２－４３

平成１０年
５月３０日

２３３３ 佐 伯 英 司 こ ま つ 医 院 西条市小松町新屋敷
甲２８９０

平成１９年
３月９日

２３６６ 上 岡 清 隆 上 岡 医 院 伊予市上野９３７－１ 平成１３年
１１月２６日

２３８８ 吉 崎 健 一 吉 崎 医 院 四国中央市金生町山
田井９８

平成１９年
３月１３日

２４８８ 吉 松 泰 彦 吉松外科医院 新居浜市田所町３－
５

平成１９年
３月８日

２４９２ 菅 昇 直瀬クリニック 上浮穴郡久万高原町
直瀬甲２８８１－１

平成１９年
３月５日

２４９３ 菅 昇 畑野川クリニッ
ク

上浮穴郡久万高原町
下畑野川甲３７０－２

平成１９年
３月５日

２５０８ 小 西 省 三 こにし心療クリ
ニック 伊予市灘町３０６ 平成１９年

３月１５日

２５１０ 井 上 徹 しんとう内科医
院

四国中央市寒川町２５
２２

平成１９年
３月５日

２５１２ 坂 田 圭 司 サカタ産婦人科 西条市下島山甲１４５３ 平成１５年１０月３０日

２５４６ 医療法人一早会 おおたに皮フ科 四国中央市中之庄町
４００－１

平成１９年
３月１５日

２５５４ 医療法人
吉 村 内 科 吉 村 医 院 上浮穴郡久万高原町

柳井川８４９－２
平成１９年
３月５日

２５６４ 医療法人
敬史整形外科 敬史整形外科 伊予市上野７８１－３ 平成１９年

３月３０日

２６１０ 壬 生 真 人 み ぶ 小 児 科 今治市北宝来町三丁
目２－２１

平成１６年
４月１日

２６１１ 井 上 由 文 井上整形外科ク
リニック

四国中央市金生町山
田井１２２３

平成１９年
３月１６日

２６５２ 医療法人
和 田 眼 科 和 田 眼 科 四国中央市中之庄町

６４－１
平成１９年
３月１６日

２６６１ 松 岡 伸 幸 松岡歯科医院 四国中央市川之江町
３３０－１

平成１９年
３月１５日

８５４ 丹 義 夫 丹 薬 局 新居浜市泉池町１１－
１８

昭和５７年
３月４日

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

３６０
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�愛媛県告示第５８８号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定により指

定した医療機関が、名称を次のように変更した。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５８９号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第４項の規定により、

次のとおり指定医療機関の辞退があった。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

２０９０ 株式会社
ガ レ ノ ス 庄内調剤薬局 新居浜市庄内町一丁

目１４－３５
平成１９年
３月３０日

１００１２ 岡 本 道 良 岡 本 薬 局 新居浜市中村２５７２－
１

昭和６０年
３月９日

１００１３ 有限会社
新 居 浜 薬 局

有限会社
新 居 浜 薬 局

新居浜市新田町１－
２

昭和６２年
９月２５日

１００１８ 真 鍋 達二郎 ハルキヤ薬局 新居浜市西原町一丁
目３－１６

平成１４年
１２月２９日

１００２４ 印 南 正 子 印 南 薬 局 新居浜市垣生２２２ 平成１１年
１２月３１日

１００３１ 桧 垣 喜司馬 安 心 堂 薬 局 今治市大浜丙４７３ 昭和４７年
１０月９日

１００３４ 木 本 昭 二 木 本 薬 局 今治市菊間町大字浜
甲１５５３

平成１１年
４月３０日

１００４１ 久 保 カツミ 久 保 薬 局 新居浜市北内町１－
２０２９

平成１３年
１１月２０日

１００４８ 河 端 久 河 端 薬 局 新居浜市清水町１－
１０

平成１０年
７月１０日

１００５６ 住 村 晃 すみむら薬局 今治市大西町宮脇甲
１４６８第２

平成１０年
３月３１日

１００５８ 辻 田 龍 一 ツ ヂ タ 薬 局 今治市共栄町三丁目
３－２

平成元年
１０月２０日

１００６５ 鴨 頭 シヅ子 鴨 頭 薬 局 今治市栄町四丁目２
－２６

昭和６３年
４月２５日

１００６９ 児 玉 富 子 コ ダ マ 薬 局 四国中央市川之江町
１８８４－１

平成１９年
３月８日

１００８２ 大 宮 小 町 大 宮 薬 局 今治市南大門町四丁
目３

平成元年
１０月６日

１００８８ 水 尾 晴 文 水 尾 薬 局 今治市波止浜２７３－
８９

平成１９年
３月１０日

１００９０ 豊 川 武 豊 川 薬 局 新居浜市沢津町三丁
目１－４２

平成８年
３月３１日

１０１１５ 青 野 高 子 大 阪 屋 薬 局 西条市丹原町丹原２４
０

平成９年
１２月３１日

１０１２７ 丸 山 初 恵 明 治 堂 薬 局 今治市別宮町八丁目
１－５２

平成１９年
３月９日

１０１６０ 越 智 康 博 越 智 薬 局 新居浜市徳常町９－
１８

平成５年
９月３０日

１０１７１ 有限会社
エビスヤ薬局

エビスヤ薬局重
信店

東温市志津川１７１セ
ブンスター重信店内

平成１７年
７月３１日

１０２６８ 有限会社ひだか よこがわら薬局 東温市横河原３４２ 平成１９年
３月６日

１０３０８ 有限会社
ひまわり薬局 ひまわり薬局 伊予郡松前町大字恵

久美７９３－３
平成１１年
７月３１日

１０３２５ 清 水 玲 子 清 水 薬 局 四国中央市金生町下
分５２１－３

平成１９年
３月１２日

１０３２６ 有限会社
スズキ化粧品 ス ズ キ 薬 局 四国中央市三島宮川

三丁目７－２０
平成１８年
１２月２４日

１０３２７ 熊 谷 昌 則 衛 生 堂 薬 局 四国中央市川之江町
２０２６－９

平成１９年
３月１５日

１０３３４ ニック調剤薬局
有限会社

ニック調剤薬局
伊予店 伊予市灘町１６－７ 平成１８年

１１月１８日

１０３９２ 渡 部 雄 二 ひろ調剤薬局砥
部店

伊予郡砥部町高尾田
６３５－４

平成１２年
８月１日

１０４３７ 和 田 雅 之 和 田 薬 局 今治市菊間町浜８７９ 平成１９年
３月８日

１０４４４ 有限会社
し み ず 薬 局 し み ず 薬 局 四国中央市村松町１５

８－１
平成１９年
３月５日

１０４６９ 浅 野 雅 司
くすりの貯金箱
ヘルシーポケッ
トアサノ薬局

四国中央市三島宮川
三丁目１０－２３

平成１９年
３月１４日

１０４９３ 株式会社トマト トマト薬局新須
賀店

新居浜市新須賀町四
丁目１５－１８

平成１４年
６月３０日

１０５７３ 株式会社
ス エ ト ッ プ くすの木薬局 四国中央市中之庄町

３９８－２
平成１９年
３月１４日

１０６１４ 株式会社
ス エ ト ッ プ しんぐう薬局 四国中央市新宮町新

宮５０
平成１９年
３月１４日

指 定
番 号 新 名 称 旧 名 称 所 在 地 変 更

年 月 日

７３６ 村上内科・皮膚
科医院 村 上 医 院 西条市小松町妙口甲

３５２
平成１６年
４月９日

７９３ 大 植 医 院 大植外科医院 今治市中日吉二丁目
３－２５

昭和６２年
１０月１日

１６６３
こんどう外科内
科胃腸科クリニ
ック

近 藤 外 科 新居浜市田所町４－
７０

平成１８年
１０月１日

１７３４ 医療法人隆典会
片木脳神経外科

医療法人社団
片木脳神経外科 今治市別名２７４ 平成６年

３月１８日

１９９０ 宍戸脳神経クリ
ニック 宍 戸 医 院 宇和島市堀端町２－

７
平成１２年
５月１日

２００３
萩山医院寿レデ
ィースクリニッ
ク

萩 山 医 院 宇和島市寿町一丁目
４－５

平成１８年
２月１０日

２２００
医療法人青峰会
真網代くじらリ
ハビリテーショ
ン病院

医療法人青峰会
真網代くじら病
院

八幡浜市真網代甲２２
９－５

平成１２年
４月１日

２３５３ 住吉内科クリニ
ック 住吉内科医院 新居浜市新須賀町二

丁目９－２
平成１２年
１月４日

２３９６ 医療法人光佑会
く ろ だ 病 院

医療法人光佑会
黒 田 病 院

伊予郡松前町大字神
崎５８６

平成１６年
３月１９日

指 定
番 号

開 設 者 の 氏
名 又 は 名 称 名 称 所 在 地 辞 退

年 月 日

１４１ 和 田 晃 直 和 田 医 院 四国中央市川之江町
１７４６

平成１９年
３月３１日

３９７ 伊 藤 蔦 子 伊 藤 医 院 上浮穴郡久万高原町
有枝３１８８

平成１９年
３月３１日

８０５ 鴨 頭 安 行 鴨 頭 医 院 今治市大西町新町甲
５３５

平成１９年
３月３１日

１０７８ 真 鍋 豊 彦 マナベ小児科 新居浜市西町７－３ 平成１９年
３月３１日

１２０２ 越 智 信 彌 越智内科神経科 今治市旭町三丁目２
－２

平成１９年
３月３１日

１２３６ 大王製紙健康保
険組合

大王製紙健康管
理室

四国中央市三島朝日
一丁目９－２

平成１９年
３月３１日

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

３６１
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�愛媛県告示第５９０号
結核予防事業費補助金交付規程（昭和４３年６月愛媛県告示第５９３号）の一部を次のように改正し、平成１９年４月１日から施行し、平成１９

年度分の補助金から適用する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（補助金の交付）

第１条 県は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律（平成１０年法律第１１４号。以下「法」という。）第５３条の２第

１項の規定による定期の健康診断（市町及び事業者が行う健康診断

を除く。以下「結核予防事業」という。）に要した費用に対し、法

第６０条第１項の規定により、毎年度予算の範囲内で、別に定める基

準に従つて算出した額の補助金を学校又は施設の設置者（以下「設

置者」という。）に交付するものとし、その交付については、愛媛

県補助金等交付規則（平成１８年愛媛県規則第１７号）に定めるものの

ほか、この規程に定めるところによる。ただし、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２５２条の２２第１項の中核市の区域内にある学校

又は施設で行つた結核予防事業に要した費用については、この限

りでない。

（交付申請）

第２条 設置者は、前条の補助金の交付を受けようとするときは、結

核予防事業費補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて、

別に定める期限までに知事に提出しなければならない。

（変更交付申請）

第４条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助

事業者」という。）は、補助金の交付決定を受けた結核予防事業（以

下「補助事業」という。）に要する費用の総額に変更を生じたとき

は、結核予防事業費補助金変更交付申請書（様式第２号）を知事に

提出しなければならない。

（実績報告）

第５条 補助事業者は、補助事業完了後、速やかに結核予防事業実績

報告書（様式第３号）に関係書類を添えて、知事に提出しなければ

ならない。

（補助金の交付）

第１条 県は、結核予防法（昭和２６年法律第９６号。以下「法」という。）

第４条第１項

の規定による定期の健康診断（市町及び事業者が行う健康診断

を除く。以下「結核予防事業」という。）に要した費用に対し、法

第５６条 の規定により、毎年度予算の範囲内で、別に定める基

準に従つて算出した額の補助金を学校又は施設の設置者（以下「設

置者」という。）に交付するものとし、その交付については、愛媛

県補助金等交付規則（平成１８年愛媛県規則第１７号）に定めるものの

ほか、この規程に定めるところによる。ただし、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２５２条の２２第１項の中核市の区域内にある学校

又は施設で行つた結核予防事業に要した費用については、この限

りでない。

（交付申請）

第２条 設置者は、前条の補助金の交付を受けようとするときは、結

核予防事業費補助金交付申請書（様式第１号）を知事

に提出しなければならない。

（概算払の請求）

第４条 設置者は、補助金の概算払を受けようとするときは、結核予

防事業費補助金概算払請求書（様式第２号）を知事に提出しなけれ

ばならない。

（概算払）

第５条 知事は、前条の請求書を受理した場合において必要があると

認めたときは、補助金を概算払により交付することがある。

（変更交付申請）

第６条 設置者は、

結核予防事業

に要する費用の総額に変更を生じたとき

は、結核予防事業費補助金変更交付申請書（様式第３号）を知事に

提出しなければならない。

１２９２ 医療法人光風会 医療法人光風会
永 井 病 院 伊予市灘町６６ 平成１９年

３月３１日

１３５５ 仲 田 能 孝 仲 田 医 院 伊予市下吾川１４９４ 平成１９年
３月３１日

２２７０ 医療法人
青 野 医 院

医療法人
青 野 医 院

四国中央市土居町津
根１９０６－１

平成１９年
３月３１日

２３３４ 川 上 郁 夫 川上こどもクリ
ニック

四国中央市金生町山
田井８９５－２

平成１９年
３月３１日

２６８１ 医療法人
ふく整形外科 ふく整形外科 四国中央市土居町中

村１２４５
平成１９年
３月３１日

１０１０３ 仲田酒造株式会
社

まさき調剤専門
薬局

伊予郡松前町大字浜
３８９

平成１９年
３月３１日

１０１５９ 千 葉 隆 子 千 葉 薬 局 新居浜市東田二丁目
甲１８４１－１

平成１９年
３月３１日

１０４１８ 辻 田 二 朗 ツ ヂ タ 薬 局 今治市共栄町三丁目
３－２

平成１９年
３月３１日

１０４９６ 有限会社
メディシス西条 ハート調剤薬局 西条市大町７７３－１ 平成１９年

３月３１日

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号
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（交付請求）

第６条 補助事業者は、補助金の額の確定通知を受けたときは、結核

予防事業費補助金交付請求書（様式第４号）を、別に定める期日ま

でに 知事に提出しなければならない。

（補助金の交付）

第７条 知事は、前条の規定による請求書を受理した場合は、補助金

を交付するものとする。

（交付請求）

第７条 設置者は、結核予防事業が完了したときは、速やかに 結核

予防事業費補助金交付請求書（様式第４号）及び結核予防事業実績

報告書（様式第５号）を知事に提出しなければならない。

様式第２号を削り、様式第３号中「第６条」を「第４条」に改め、同様式を様式第２号とする。

様式第４号を削り、様式第５号中「第７条」を「第５条」に改め、同様式を様式第３号とする。

様式第３号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

３６３



様式第４号（第６条関係） 結核予防事業費補助金交付請求書

結核予防事業費補助金交付請求書
第 号

年 月 日

愛媛県知事 様

住 所
名 称
代表者氏名 �

￥

ただし、 年 月 日付け愛媛県指令 第 号による結核予防事業費補助金

愛
媛

県
報

平
成
１９
年
３
月
３０
日

第
１８４８

号

３６４
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�愛媛県告示第５９１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び八幡浜地方局産業経済部商工労政課並びに八幡浜市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジグラン八幡浜 八幡浜市江戸岡１２５２
－９ 大規模小売店舗の名称 フジ八幡浜店 フジグラン八幡浜 平成１９年

３月１日
平成１９年
３月２日

大規模小売店舗を設置する者
及び大規模小売店舗において
小売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社フジ、株式
会社メディコ・二十
一、株式会社四国フ
ジパン、株式会社キ
タムラ、翠紅園

株式会社フジ、株式
会社メディコ・二十
一、九州フジパンス
トア株式会社、株式
会社キタムラ、翠紅
園

平成１８年
８月１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び八幡浜地方局産業経済部商工

労政課並びに八幡浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第５９２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産

業経済部商工労政課並びに西条市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ東予Ｂ 西条市東予周布７１３
番１外

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ３箇所 ５箇所 平成１９年

３月２日
平成１９年
３月１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労

政課並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号
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� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第５９３号
農地整備関係災害防止施設事業補助金交付規程（昭和３１年１１月愛媛県告示第７７５号）の一部を次のように改正し、平成１９年４月１日から

施行し、平成１９年度の補助金から適用する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

様式第１号中「様式第１号」を「様式第１号（第３条関係）」に、「事業主体名および」を「事業主体名及び」に改め、同様式注中「お

よび」を「及び」に、「�」を「�」に改める。
様式第４号注２及び様式第８号注２中「�」を「�」に改める。
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事業 事業細目 補助率 事業 事業細目 補助率

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� �～�の事業

に係る地方事務

費

省略

� 省略

� 老朽ため池事

業

� 湖岸堤防事業

� 土砂崩壊防止

事業

� 省略

� 省略

� 省略

� �～�の事業

に係る地方事務

費

老朽ため池

補強工事

湖岸堤防補

強工事

土砂崩壊防

止に関する

工事

省略

工事費の１００分の５０以内（離島

にあつては、１００分の６０以内）

工事費の１００分の５０以内

事業対象が公共的施設に係る

分にあつては、３分の２以内

その他の事業にあつては、２

分の１以内

�愛媛県告示第５９４号
愛媛県団体営土地改良事業補助金交付規程（昭和５３年２月愛媛県告示第１７５号）の一部を次のように改正し、平成１９年４月１日から施行

し、平成１９年度の補助金から適用する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（補助対象事業等）

第２条 補助金の交付の対象となる経費は調査設計に要する経費と

し、その補助率は１００分の５０以内とする。

（補助金の交付申請）

第３条 団体は、補助金の交付を受けようとするときは、団体営土

地改良事業補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる

書類を添付して知事に提出しなければならない。

�・� 省略

（補助対象事業の種目等）

第２条 補助金の交付の対象となる事業の種目及び経費並びにこれ

らに対する補助率は、別表のとおりとする。

（補助金の交付申請）

第３条 団体は、補助金の交付を受けようとするときは、団体営土

地改良事業補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる

書類を添付して知事に提出しなければならない。

�・� 省略

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号
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� 設計費明細書

（事業の変更）

第５条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた団体（以下

「補助事業者」という。）は、補助金の交付の決定を受けた事業

（以下「補助事業」という。）について、事業に要する経費の総

額を変更しよう とするときは、団体営土地改良事業変更承

認申請書（様式第４号）に、第３条各号に掲げる書類を添付して

知事に提出し、その承認を受けなければならない。

（補助事業の実績報告）

第１０条 補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた年度の補助事

業が完了したとき（第８条の規定により補助事業の廃止の承認を

受けたときを含む。）は、速やかに団体営土地改良事業実績報告

書（様式第８号）に次の各号に掲げる書類を添付して知事に提出

しなければならない。

�～� 省略

� 収支精算書（様式第１１号）

� 出来高設計費明細書

（補助金の額の決定及び請求）

第１１条 省略

２ 補助事業者は、補助金の請求をしようとするときは、団体営土

地改良事業補助金請求書（様式第１２号）を知事に提出しなければ

ならない。

� 実施設計書（土地改良総合整備事業の調査設計については、

設計費明細書）

（事業の変更）

第５条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた団体（以下

「補助事業者」という。）は、補助金の交付の決定を受けた事業

（以下「補助事業」という。）について、次の各号のいずれかに

該当する変更をしようとするときは、団体営土地改良事業変更承

認申請書（様式第４号）に、第３条各号に掲げる書類を添付して

知事に提出し、その承認を受けなければならない。

� 工事に要する経費の総額の増減

� 工事に要する経費のうち、工事雑費以外の経費から工事雑費

への経費の額の流用

� 工種別の事業量の３０パーセントを超える増減

� 工種の新設、変更又は廃止

（補助事業の実績報告）

第１０条 補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた年度の補助事

業が完了したとき（第８条の規定により補助事業の廃止の承認を

受けたときを含む。）は、速やかに団体営土地改良事業実績報告

書（様式第８号）に次の各号に掲げる書類を添付して知事に提出

しなければならない。

�～� 省略

� 残材料調書（様式第１１号）

� 収支精算書（様式第１２号）

� 出来高設計書（土地改良総合整備事業の調査設計については、

出来高設計費明細書）

（補助金の額の決定及び請求）

第１１条 省略

２ 補助事業者は、補助金の請求をしようとするときは、団体営土

地改良事業補助金請求書（様式第１３号）を知事に提出しなければ

ならない。

別表を削る。

様式第２号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号
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様式第２号（第３条関係） 経費の配分及び事業計画の概要

経 費 の 配 分 及 び 事 業 計 画 の 概 要

事業名

地区名等 工種

本 年 度

備考
事業量 事業費 国庫補助金 国庫補助率

国庫補助金以外の財源

県費 市町費
土地改良区

その他

地区番号 円 円 ％ 円 円 円

地区名

事業主体名

関係市町名

計

注 １ 団体営土地改良事業変更承認申請書又は団体営土地改良事業実績報告書に添付する場合は、申請と変更申請又は実績とが比較で

きるよう変更に係る部分についてのみ変更前を括弧書で上段に記載すること。

２ 備考欄には、受益面積、施行年度並びに当該年度の工事の着手及び完了の予定年月を記載すること。
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�愛媛県告示第５９５号
県費の補助にかかる土地改良事業検査規程（昭和３０年９月愛媛県

告示第６２６号）の一部を次のように改正し、平成１９年４月１日から

施行する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第５条第１項中「吏員」を「職員」に改める。

様式中「様式」を「様式（第５条関係）」に改め、同様式（表）

中「土地改良事業検査規程」を「、土地改良事業検査規程（昭和３０

年９月愛媛県告示第６２６号）」に、「�」を「�」に、「縦８．５セ
ンチメートル 横６．３センチメートル」を「縦６．３センチメートル

横８．５センチメートル」に改める。

�������
�愛媛県告示第５９６号
土地改良事務助成規程（昭和３０年１０月愛媛県告示第６８０号）の一

部を次のように改正し、平成１９年４月１日から施行する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第４条中「当該吏員」を「当該職員」に改める。

�������
�愛媛県告示第５９７号
農地整備関係災害防止施設事業補助金交付規程（昭和３１年１１月愛

媛県告示第７７５号）の一部を次のように改正し、平成１９年４月１日

から施行する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第１１条中「当該県吏員」を「当該職員」に改める。

�������
�愛媛県告示第５９８号
愛媛県単独土地改良事業補助金交付規程（昭和３２年１２月愛媛県告

示第９０６号）の一部を次のように改正し、平成１９年４月１日から施

行する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第１２条中「当該県吏員」を「当該職員」に改める。

�������
�愛媛県告示第５９９号
農地、農業用施設災害復旧事業補助金交付規程（昭和３７年３月愛

媛県告示第２５５号）の一部を次のように改正し、平成１９年４月１日

から施行する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第１２条中「当該県吏員」を「当該職員」に改める。

�������
�愛媛県告示第６００号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

西条市吉井土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・石田地区）の施行を平成

１９年３月１６日認可した。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６０１号
久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（農業用用排水施

設整備事業・岩川地区）の施行は、適当と認められるので、土地改

良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する

同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供す

る。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・岩川地区）

計画書の写し

� 久万高原町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の

写し

２ 縦覧期間

平成１９年４月２日から４月２７日まで

３ 縦覧場所

久万高原町役場

�������
�愛媛県告示第６０２号
久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（農業用用排水施

設整備事業・高山地区）の施行は、適当と認められるので、土地改

良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する

同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供す

る。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

様式第３号中「 工事費 円 円 円
事務費

を「 事業費 円 円 円 」に改める。

」

様式第７号中「 工事費 円 円 円
事務費

を「 事業費 円 円 円 」に、

」

「 工事費 円 円 円 円 ％ 」を「 事業費 円 円 円 円 ％ 」に改め、

「 小計
事務費

を削る。

」

様式第１１号を削り、 様式第１２号中
「 工事費 円 円 円

事務費
を「 事業費 円 円 円 」に改

」

め、同様式を様式第１１号とする。

様式第１３号を様式第１２号とする。
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� 町営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・高山地区）

計画書の写し

� 久万高原町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の

写し

２ 縦覧期間

平成１９年４月２日から４月２７日まで

３ 縦覧場所

久万高原町役場

�������
�愛媛県告示第６０３号
久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（農地保全事業・

高山地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（農地保全事業・高山地区）計画書の写し

� 久万高原町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の

写し

２ 縦覧期間

平成１９年４月２日から４月２７日まで

３ 縦覧場所

久万高原町役場

�������
�愛媛県告示第６０４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、内子町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・麓地区）の施行に平成１９年３月２２日同

意した。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６０５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、内子町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・本村１団地地区）の施行に平成１９年３

月２２日同意した。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６０６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、内子町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（農道）・畦々地区）の施行に平成１９年３月２２日同意した。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６０７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、内子町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（農道）・本村地区）の施行に平成１９年３月２２日同意した。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６０８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、鬼北町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（農道）・広見上組地区）の施行に平成１９年３月１６日同意

した。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６０９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、鬼北町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・父野川下地区）の施行に平成１９年３月

１６日同意した。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６１０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、愛南町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・御荘長洲地区）の施行に平成１９年３月

１６日同意した。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６１１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、愛南町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・豊田地区）の施行に平成１９年３月１６日

同意した。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６１２号
森林病害虫等防除法（昭和２５年法律第５３号）第７条の３第１項の

規定に基づき、平成１４年５月３１日に定めた愛媛県防除実施基準の一

部を変更した。

変更後の愛媛県防除実施基準に係る図書は、愛媛県農林水産部森

林局森林整備課並びに各地方局産業経済部森林林業課並びに西条地

方局産業経済部森林林業課四国中央駐在、松山地方局産業経済部久

万高原森林林業課、八幡浜地方局産業経済部森林林業課大洲駐在及

び西予駐在並びに宇和島地方局産業経済部森林林業課愛南駐在にお

いて縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６１３号
森林病害虫等防除法（昭和２５年法律第５３号）第７条の５第１項の
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規定に基づき平成１４年５月３１日に指定した高度公益機能森林及び被

害拡大防止森林の区域の一部を変更した。

変更後の高度公益機能森林及び被害拡大防止森林の区域に係る図

書は、愛媛県農林水産部森林局森林整備課並びに各地方局産業経済

部森林林業課並びに西条地方局産業経済部森林林業課四国中央駐在、

松山地方局産業経済部久万高原森林林業課、八幡浜地方局産業経済

部森林林業課大洲駐在及び西予駐在並びに宇和島地方局産業経済部

森林林業課愛南駐在において縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６１４号
愛媛県民有林林道事業補助金交付規程（昭和３０年３月愛媛県告示

第２２２号）の一部を次のように改正し、公布の日から施行し、平成

１９年度事業から適用する。ただし、林業関係事業補助金等交付要綱

（昭和４７年８月１１日４７林野政第６４０号農林事務次官通達）に基づき

平成１８年度以前に採択された林道に関する事業に係る補助金につい

ては、平成２３年度（市町にあっては、平成２０年度）までは、なお従

前の例による。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第２条中「昭和４７年８月１１日４７林野政第６４０号農林事務次官通達」

を「昭和４７年８月１１日付け４７林野政第６４０号農林事務次官通知」に

改める。

別表第１ １の表補助率の欄を次のように改める。

補助率

基準 率

市町 市町以外

当該事業に係る事業費

（林道に関する事業のた

め直接必要な工事費及び

事務雑費の合計額をい

い、工事の施工に付随す

る用地費、補償費その他

間接的な経費は、含まな

い。以下同じ。）

１０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の６以内 １０分の６．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の５．５以内

同 同 １０分の６以内

同 同 １０分の５．５以内

同 同 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の５．５以内

同 同 １０分の６以内

同 １０分の６以内 １０分の６．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の５．５以内

同 同 １０分の６以内

同 同 １０分の５．５以内

同 同 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の５．５以内

同 同 同

同 １０分の３．５以内 １０分の３．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の６以内 １０分の６．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の５．５以内

同 同 １０分の６以内

同 同 １０分の５．５以内

同 同 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の３．５以内 １０分の３．５以内

同 同 同

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の６以内 １０分の６．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の５．５以内

同 同 １０分の６以内

同 同 １０分の５．５以内

同 １０分の３．５以内 １０分の３．５以内

別表第１ ２の表補助率の欄を次のように改める。

補助率

基準 率

市町 市町以外

当該事業に係る事業費 １０分の５．５以内 ４分の３以内

同 １０分の５以内 ３分の２以内

同 １０分の６．５以内 １０分の６．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の５．５以内

同 ６０分の２３以内 ６０分の２３以内

別表第１ ４の表補助率の欄を次のように改める。

補助率

基準 率

市町 市町以外

当該事業に係る事業費 １０分の６以内

同 １０分の５．５以内

同 １０分の６以内 １０分の６．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 同 １０分の５．５以内

同 １０分の３．５以内 １０分の３．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の６以内 １０分の６．５以内
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同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 同 同

同 １０分の５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の５．５以内 同

同 １０分の５以内 １０分の５以内

同 同 同

同 同 同

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５．５以内

同 １０分の６以内 １０分の６．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の６以内

同 同 同

同 １０分の６以内 １０分の６．５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の５．５以内

同 同 １０分の６以内

同 同 １０分の５．５以内

同 同 １０分の６以内

同 １０分の５以内 １０分の５以内

同 １０分の５．５以内 １０分の５．５以内

同 同 同

同 １０分の３．５以内 １０分の３．５以内

別表第１ ５の表を次のように改める。

事業の種類 事業の種

目の内容

補助率

基準 率

市町 市町以外

１作業道開設 自動車道 当該事業に

係る事業費

１０分の５以内 １０分の５以内

２作業道改良 同 同 同 同

３林内作業車道 林内作業

車道

同 同 同

�愛媛県告示第６１５号
愛媛県森林病害虫等防除事業補助金交付規程（昭和３８年７月愛媛県告示第５１４）の一部を次のように改正し、平成１９年４月１日から施行

し、平成１９年度の補助金から適用する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（交付対象及び補助率）

第２条 補助金交付の対象とする事業、基準及び補助率は次のとお

りとする。ただし、森林病害虫等を駆除するため及びそのまん延

を防止するための命令により防除を実施する必要のある場合は、

この基準以下のものであつても対象とすることがある。

（交付対象及び補助率）

第２条 補助金交付の対象とする事業、基準及び補助率は次のとお

りとする。ただし、森林病害虫等を駆除するため及びそのまん延

を防止するための命令により防除を実施する必要のある場合は、

この基準以下のものであつても対象とすることがある。

事業の種類 基 準 補助率 事業の種類 基 準 補助率

松くい虫伐

倒（一種）

駆除

松くい虫の付着により枯死し、若しく

は枯死にひんしている樹木の伐倒及び

薬剤散布、当該樹木の伐倒及び薬剤に

よるくん蒸又は当該樹木の伐倒及びは

く皮並びに松くい虫並びにその付着し

ている枝条及び樹皮の焼却を行うもの

で駆除材積５立方メートル以上のもの

査定額の

１
以内

２

松くい虫伐

倒（一種）

駆除

松くい虫の付着により枯死し、若しく

は枯死にひんしている樹木の伐倒及び

薬剤散布、当該樹木の伐倒及び薬剤に

よるくん蒸又は当該樹木の伐倒及びは

く皮並びに松くい虫並びにその付着し

ている枝条及び樹皮の焼却を行うもの

で駆除材積５立方メートル以上のもの

査定額の

３
以内

４

省略 省略

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号
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�愛媛県告示第６１６号
愛媛県次代検定林設定事業補助金交付規程（昭和４５年１０月愛媛県

告示第９６９号）は、告示の日限り廃止する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６１７号
愛媛県内水面漁場管理委員会指示第３号に基づき、コイがコイヘ

ルペスウイルス病にかかり又はかかっている疑いがあると認められ、

コイの持ち出しの制限をする水域を次のとおり定めたので、公表す

る。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

松くい虫伐

採跡地駆除

松伐採跡地にある根株をはく皮し、枝

条及び樹皮の集積、焼却、又ははく皮

焼却に代り、薬剤を散布するもので駆

除面積３０アール以上のもの

同 松くい虫伐

採跡地駆除

松伐採跡地にある根株をはく皮し、枝

条及び樹皮の集積、焼却、又ははく皮

焼却に代り、薬剤を散布するもので駆

除面積３０アール以上のもの

査定額の

２
以内

２

省略 省略

松くい虫薬

剤駆除（航

空機利用）

松くい虫が付着し、又は付着するおそ

れのある松林に航空機を利用して薬剤

散布を行うもので駆除面積５ヘクター

ル以上のもの

同 松くい虫薬

剤駆除（航

空機利用）

松くい虫が付着し、又は付着するおそ

れのある松林に航空機を利用して薬剤

散布を行うもので駆除面積５ヘクター

ル以上のもの

査定額の

３
以内

４

省略 省略

野ねずみ駆

除

野ねずみによる被害林に殺そ剤を散布

するもので駆除面積５ヘクタール以上

のもの

同 野ねずみ駆

除

野ねずみによる被害林に殺そ剤を散布

するもので駆除面積５ヘクタール以上

のもの

査定額の

１
以内

２

省略 省略

野うさぎ等

駆除

野うさぎその他森林に被害を与える獣

類（野ねずみを除く。以下「野うさぎ

等」という。）による被害林において

わな等で野うさぎ等を駆除するもので、

駆除面積が１ヘクタール以上又は知事

が特に示す規模以上のもの

査定額の

１
以内

２

野うさぎ等

駆除

野うさぎその他森林に被害を与える獣

類（野ねずみを除く。以下「野うさぎ

等」という。）による被害林において

わな等で野うさぎ等を駆除するもので、

駆除面積が１ヘクタール以上又は知事

が特に示す規模以上のもの

査定額の

３
以内

４

松くい虫感

染源除去

松くい虫が付着するおそれがある樹木

の伐倒及び整理を行うもの

同 松くい虫感

染源除去

松くい虫が付着するおそれがある樹木

の伐倒及び整理を行うもの

査定額の

２
以内

２

松くい虫駆

除被害防止

対策

松くい虫薬剤駆除（航空機利用）に伴

う被害防止のため、養ほう群を移動す

るもので、薬剤散布を行う松林の周辺

おおむね２キロメートル以内に定置さ

れている養ほう群を対象とするもの

同 松くい虫駆

除被害防止

対策

松くい虫薬剤駆除（航空機利用）に伴

う被害防止のため、養ほう群を移動す

るもので、薬剤散布を行う松林の周辺

おおむね２キロメートル以内に定置さ

れている養ほう群を対象とするもの

査定額の

３
以内

４

省略 省略

樹幹注入剤

による松林

保全対策

松くい虫が運ぶ線虫類による枯死を予

防するため、松の生立木に樹幹注入剤

の施用を行うもの

査定額の

３
以内

４

樹幹注入剤

による松林

保全対策

松くい虫が運ぶ線虫類による枯死を予

防するため、松の生立木に樹幹注入剤

の施用を行うもの

同

貸付用防除

機具等の整

備

地域の主体的な森林病害虫等の防除活

動を促進するため、移動式チッパー、

移動式炭化炉、簡易チッパー等被害木

等を搬出し、又は処理するための機器、

薬剤防除のための動力噴霧器その他の

貸付用の防除機具及びこれに附帯する

機具等の整備を行うもの

査定額の

１
以内

２

貸付用防除

機具等の整

備

地域の主体的な森林病害虫等の防除活

動を促進するため、移動式チッパー、

移動式炭化炉、簡易チッパー等被害木

等を搬出し、又は処理するための機器、

薬剤防除のための動力噴霧器その他の

貸付用の防除機具及びこれに附帯する

機具等の整備を行うもの

同

（事業の実行）

第５条 補助事業者は、事業実行につき、当該職員の指示に従わな

ければならない。

（事業の実行）

第５条 補助事業者は、事業実行につき、当該吏員の指示に従わな

ければならない。
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� 御舟川水系（御舟川）、新町川水系（新町川、本陣川）及び

新川水系（新川）並びにこれらと連接一体をなす内水面

� 愛媛県と高知県の県境から上流の渡川水系（広見川、目黒川

及び家地川の本支流）及びこれと連接一体をなす内水面

� 大曲川及び新川の本支流並びにこれらと連接一体をなす用排

水路

� 西条市北条新田遊水池並びに崩口川及び一ツ橋川の本支流並

びにこれらと連接一体をなす用排水路

�������
�愛媛県告示第６１８号
愛媛県土木工事共通仕様書（平成１８月６月愛媛県告示第９８６号）の

一部を次のように改正し、平成１９年４月１日から施行する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（「次のように」は、省略し、改正後の愛媛県土木工事共通仕様

書は、愛媛県庁並びに各地方局産業経済部、建設部及び土木事務所

に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６１９号
愛媛県工事検査規程（昭和６３年４月愛媛県告示第５０９号）の一部を

次のように改正し、平成１９年４月１日から施行する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第８条第２項中「技術吏員」を「職員」に改める。

�������
�愛媛県告示第６２０号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局建設部及び土木事

務所並びに市役所及び町役場において縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

光明寺Ａ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱２１号までを順次

結んだ線及び標柱２１号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

新居浜市 七宝台町 甲２９１番 １号

乙７３番１ ２号

乙７３番１ ３号

乙７３番１ ４号

乙７３番１ ５号

乙７３番４８ ６号

乙６５番１ ７号

乙６５番６６ ８号

甲２３７５番１９９ ９号

乙６５番１ １０号

乙６５番１ １１号

乙６５番１ １２号

乙６５番１ １３号

乙６５番１ １４号

乙６５番１ １５号

乙６５番１ １６号

光明寺１丁目 甲４７６番 １７号

甲４７７番 １８号

甲３６２番３ １９号

甲３３２番３ ２０号

甲２８５番４ ２１号

向山

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１４号までを順次

結んだ線及び標柱１４号と標柱１号を市道キビジリ団地内線２山側官

民境界線で結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

今治市 大西町九王 甲１２４４番２２ １号

甲１２４４番２５ ２号

乙２９５番 ３号

乙２９５番 ４号

乙２９５番 ５号

乙２９５番 ６号

甲２６８８番 ７号

甲１１５４番 ８号

乙２２８番１ ９号

乙２２８番１ １０号

乙２２８番１ １１号

乙２９２番 １２号

乙２９２番 １３号

甲１２４８番４ １４号

中央

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１４号までを順次

結んだ線及び標柱１４号と標柱１号を県道西土佐松野線北側官民境界

線で結んだ線に囲まれた区域

市 町 大 字 地 番 標 柱

松野町 目黒 ２１３５番２ １号

２１３５番２ ２号

２１３５番２ ３号

２１３５番１ ４号

２１３５番１ ５号

２１４８番２ ６号

２１４８番２ ７号

２１４８番２ ８号

２１４８番２ ９号

２１４８番２ １０号

２１４８番２ １１号

２１４８番２ １２号

３４２番１ １３号

３４１番 １４号

河合（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（昭和５８年３月愛媛県告示第４５４号）

河合の項で指定した標柱１号、標柱７号及び標柱６号を順次結んだ

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号
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線、標柱６号と次に掲げる地番の土地に存する標柱１５号と標柱１６号

を結んだ線並びに標柱１６号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

久万高原町 中組 ３１７０番 １５号

３１５９番 １６号

太郎宮（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成１５年１２月愛媛県告示第２３５６号）

太郎宮（追加）の項で指定した標柱２０号と標柱１９号を結んだ線、標

柱１９号と次に掲げる地番の土地に存する標柱２５号から標柱２８号まで

を順次結んだ線及び標柱２８号と標柱２０号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

大洲市 西大洲 椎ノ森 甲１９４４番 ２５号

甲１９４４番 ２６号

甲１９４４番 ２７号

甲１９６２番 ２８号

深浦（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（昭和４７年８月愛媛県告示第８０３号）

深浦の項で指定した標柱７号と標柱６号を結んだ線、標柱６号と次

に掲げる地番の土地に存する標柱１０号を結んだ線及び標柱１０号と標

柱７号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

愛南町 深浦 １８４番 １０号

�������
�愛媛県告示第６２１号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３４条において準用する同法第

１２条第５項の規定に基づき、中島港港湾施設の概要を次のとおり公

示する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６２２号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、西条市役所において告

示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成１９年３月３０日

東予港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加戸 守行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 加戸 守行

松山市御宝町１１９番１

２ 埋立区域

� 位置

１工区

西条市大新田２７５番の地先公有水面

� 区域

次の各地点のうち�の地点から�の地点までを順次に結んだ
線及び�の地点と�の地点を結ぶ昭和４５年９月２４日付け愛媛県
指令第４４８号で竣功認可された埋立地と公有水面との境界線（

Ｄ．Ｌ．＋３．８５メートルにより決定）により囲まれた区域

基点（西条市大新田２７２番地富士紡績四等三角点）は、北緯

３３度５６分３７秒７２６９、東経１３３度０５分３５秒０４８８の地点

�の地点は、基点から真北１０度０２分３０秒５１１．０４メートルの地
点

�の地点は、�の地点から真北４５度３７分３９秒１５７．９７メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１３６度４７分２９秒３４．９７メート
ルの地点

�の地点は、�の地点から真北２２６度１１分４０秒１６７．３５メート
ルの地点

� 面積

１工区 ５，５４１．５８平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１０年９月７日 愛媛県指令港第１２９号

４ しゅん功認可年月日

平成１８年３月３０日

�愛媛県告示第６２３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

種 類 位 置 数 量 及 び 能 力

緑 地 松山市小浜甲２８２３番２ 面積 １７，０８９．９３平方メートル

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 丹原小松線
西条市小松町新屋敷字元和甲９８６番５から

同字甲９８１番１まで
平成１９年３月３０日

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

３７５
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�愛媛県告示第６２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６２６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６２７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６２８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 壬生川新居浜野田線
西条市小松町新屋敷字元和甲９８９番７から

同字甲９７８番５まで
平成１９年３月３０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 城川梼原線
西条市城川町土居１４９番８から

同町土居１３４８番２まで
平成１９年３月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３８０号
喜多郡内子町本川１８８４番６から

同町本川１８９７番２まで

旧 ５．６～９．０ ０．１０２

新 ８．０～２２．６ ０．１０２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３８０号
喜多郡内子町本川１８８４番６から

同町本川１８９７番２まで
平成１９年３月３０日

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

３７６
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�愛媛県告示第６２９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６３０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６３１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６３２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 論田袋口線
喜多郡内子町立山２７９０番２から

同町立山２０５９番まで

旧 ３．３～６．８ １．００３

新 ３．３～１４４．８
４．４～１４４．８

０．８１９
０．７６７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 論田袋口線
喜多郡内子町立山２５４９番３から

同町立山２５５４番３まで
平成１９年３月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島城辺線 宇和島市津島町岩渕丁２９５番１地先

旧 ５．５～６．５ ０．００８

新 １０．５～１２．５ ０．００８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島城辺線 宇和島市津島町岩渕丁２９５番１地先 平成１９年３月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島城辺線
南宇和郡愛南町城辺甲２０３１番地先から

同町城辺甲２２８番３まで

旧 ６．０～１２．４ １．０８１

新 ０ ０

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

３７７
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�愛媛県告示第６３３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６３４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６３５号
過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第１４条第１項の規定により、愛媛県において実施中の基幹道路の改築工事を次のと

おり完了する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６３６号
車両制限令（昭和３６年政令第２６５号）第３条第１項第３号の規定に基づき、通行する車両の高さの最高限度が４．１メートルである道路を

次のとおり指定し、併せて、同令第１０条第１項の規定に基づき、当該道路を通行する高さが３．８メートルを超え４．１メートル以下の車両の

通行方法を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 指定する道路

道路の種類 路 線 名 区 間 指定する期日

一 般 国 道 １９４号
西条市藤之石寒風山内高知県境から

同市中野字楠甲４７０番１０地先まで
平成１９年４月１日

県 道 壬生川新居浜野田線
新居浜市磯浦町乙１８４８番１から

同市繁本町甲７２８番６地先まで
〃

２ 通行方法

� トンネル等の上空障害箇所では、車両又は車両に積載する貨物が建築限界を侵すおそれがあるので、車線からはみ出さないよう走行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 一本松城辺線
南宇和郡愛南町上大道１０２５番１地先から

同町上大道１０２８番７まで

旧 １０．０～６４．８
４．０～３１．０

０．１５０
０．４４７

新 ８．０～６０．０ ０．１５０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 高茂岬船越線
南宇和郡愛南町大成川５７４番地先から

同町大成川２１６番５まで

旧 １１．８～２９．３
３．７～２１．７

０．１３２
０．１６０

新 １１．８～２９．３ ０．１３２

道路の管理者 道路の種類 路 線 名 工 事 区 間 工事の
種 類 工事の完了の日

西 予 市 市 道 古市土居線
西予市城川町土居１４５４番４から

同市城川町土居１３６３番まで
改 築 平成１９年３月３０日

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

３７８
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�愛媛県告示第６３７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画地区計画

の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧

に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６３８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画用途地域

の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧

に供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６３９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画下水道の

変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に

供する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６４０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、今治広域都市計画墓園事業１大谷墓園（今治市施行）の事業計

画の変更を次のように認可した。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

平成６年１２月９日から

平成２９年３月３１日まで

２ 事業地

� 収容の部分

変更無し

� 使用の部分

なし

�������
�愛媛県告示第６４１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

四国中央市妻鳥町字宮ノ東１４５６番１

２ 申請人の住所氏名

四国中央市川之江町２８９３番地１

富士住宅産業株式会社 代表取締役 白石 一忠

３ 図面省略

するとともに、道路に隣接する施設等に出入するためやむを得ず車線からはみ出す場合は、標識や樹木等の上空障害物に接触しないよ

う十分に注意すること。

� 後方車両に対し十分な車間距離を取らせ、交通の危険を防止するため、横寸法０．２３メートル以上かつ縦寸法０．１２メートル以上又は横

寸法０．１２メートル以上かつ縦寸法０．２３メートル以上の地が黒色の板等に黄色の反射塗料その他反射性を有する材料で「背高」と表示し

た標識を、車両の後方の見やすい箇所に掲げること。

� 道路の状況は、工事の実施等により変化することがあるので、あらかじめ道路情報を収集し、上空障害箇所のないことを確認の上走

行すること。

�愛媛県告示第６４２号
愛媛県収入証紙をもつて納付すべき使用料及び手数料の範囲（昭和３９年３月愛媛県告示第２８３号）の一部を次のように改正し、平成１９年

４月１日から施行する。ただし、２の項に次の２号を加える改正規定（同項第１３号に係る部分に限る。）は、同年６月２０日から施行する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

次のものを除く使用料及び手数料

１ 使用料

�～� 省略

� 子ども療育センター使用料

�～� 省略

� 心と体の健康センター使用料

次のものを除く使用料及び手数料

１ 使用料

�～� 省略

� 整肢療護園使用料

�～� 省略

� 精神保健福祉センター使用料

	 健康増進センター使用料

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

３７９
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� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

２ 手数料


～� 省略

� 入校料

 省略

� 心と体の健康センター手数料

�・� 省略

� 子ども療育センター手数料

� 構造計算適合性判定手数料

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

� 省略

２ 手数料


～� 省略

� 省略

 精神保健福祉センター手数料

� 健康増進センター手数料

�・� 省略

愛 媛 県

愛 媛 県 公 営 企 業 管 理 局

愛 媛 県 教 育 委 員 会

愛 媛 県 選 挙 管 理 委 員 会

�
愛 媛 県 人 事 委 員 会

告示第６４３号
愛 媛 県 監 査 委 員

愛 媛 県 労 働 委 員 会

愛 媛 県 収 用 委 員 会

愛媛海区漁業調整委員会

愛媛県内水面漁場管理委員会

愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）附則第３項ただし書の規定によりなおその効力を有するものとされる旧愛媛県情報公開

要綱（平成５年１０月愛媛県・愛媛県公営企業管理局・愛媛県教育委員会・愛媛県選挙管理委員会・愛媛県人事委員会・愛媛県監査委員・愛媛

県地方労働委員会・愛媛県収用委員会・愛媛海区漁業調整委員会・愛媛県内水面漁場管理委員会告示第１２５５号）の一部を次のように改正し、

平成１９年４月１日から施行する。

平成１９年３月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県公営企業管理者

和 氣 政 次

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

愛媛県監査委員

壺 内 紘 光

同

玉 井 実 雄

同

竹 田 祥 一

同

白 石 友 一

愛媛県労働委員会
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会長 白 石 喜 �
愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

愛媛県内水面漁場管理委員会

会長 那 須 熊 市

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第１１条 省略

（公文書の任意公開）

第１２条 第５条各号に掲げる者以外のものは、実施機関に対し、公文

書の公開の申出をすることができる。

２ 前項の規定による公文書の公開の申出は、公文書公開申出書（様

式第４号）によらなければならない。

３ 実施機関は、前項の申出書の提出があった場合において、第１項

の規定による公開の申出に係る公文書の公開又は非公開を決定し

たときは、公文書公開（部分公開・非公開）回答書（様式第５号）

により回答するものとする。

４ 前条の規定は、第１項の規定による申出に基づく公文書の公開に

ついて準用する。

第１３条 省略

第１４条 省略

第１５条 省略

第１６条 省略

第１７条 省略

第１８条 省略

第１１条 省略

第１２条 省略

第１３条 省略

第１４条 省略

第１５条 省略

第１６条 省略

第１７条 省略

様式第３号の次に次の２様式を加える。
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様式第４号（第１２条関係） 公文書公開申出書

公 文 書 公 開 申 出 書

年 月 日

実施機関 様

氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

住所（団体にあっては、主たる事務所の所在地）
申出者

郵便番号

電話番号

公文書の件名その他
の公開の申出に係る
公文書を特定するに
足りる事項

（公文書の件名が分からない場合は、知りたい内容を具体的に記入し
てください。）

希望する公開の方法
□閲覧［これに引き続く写しの交付の希望 □有 □無］
□視聴［これに引き続く写しの交付の希望 □有 □無］
□写しの交付［□窓口での交付 □郵送等による交付］

※ 受 付 年 月 日 年 月 日

記入上の注意
１ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けてください。
２ ※印の欄は、記入しないでください。
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様式第５号（第１２条関係） 公文書公開（部分公開・非公開）回答書

公文書公開（部分公開・非公開）回答書

第 号

年 月 日

様

実 施 機 関 �

公 開 申 出 年 月 日 年 月 日

公 文 書 の 件 名

公 開 の 日 時 年 月 日（ ）
午前

時 分
午後

公 開 の 場 所

公 開 の 方 法

公 開 を し な い 部 分

公 開 を し な い 理 由

主 務 課
電話番号 内線

費 用
写しの作成に要する費用 円

写しの送付に要する費用 円

注意

１ 指定された公開の日時の変更を希望する場合は、あらかじめ申し出てください。

２ 公開を受ける際は、この回答書を持参してください。

注 不要の文字は、抹消すること。
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教育委員会規則

�愛媛県教育委員会規則第１号
愛媛県教育委員会事務局職員等の勤務時間の割振り等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教育委員会事務局職員等の勤務時間の割振り等に関する規則等の一部を改正する規則

（愛媛県教育委員会事務局職員等の勤務時間の割振り等に関する規則の一部改正）

第１条 愛媛県教育委員会事務局職員等の勤務時間の割振り等に関する規則（昭和３８年愛媛県教育委員会規則第１２号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（目的）

第１条 この規則は、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する

条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第３項及び第１３条第１

項 の規定並びに職員の休日、休暇及び勤務時間等に関す

る規則（昭和２６年愛媛県人事委員会規則１２―１）に基づき、職員

の勤務時間の割振り等に関し規定することを目的とする。

（勤務時間等）

第３条 職員（次項及び第３項の規定の適用を受ける職員を除く。）

の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時３０分までとし、その間

に１時間の休憩時間

を置く。

２ 県立学校 に勤務する学校栄養職員及び事務職員（以下「学

校栄養職員等」という。）の勤務時間については、教育職員の勤

務時間の割振り等に関する規則（昭和４５年愛媛県教育委員会規則

第３号）第２条第１項及び第３条 の規定を準用する。

３ 省略

（目的）

第１条 この規則は、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する

条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第３項、第１３条第１項

及び第１４条の規定並びに職員の休日、休暇及び勤務時間等に関す

る規則（昭和２６年愛媛県人事委員会規則１２―１）に基づき、職員

の勤務時間の割振り等に関し規定することを目的とする。

（勤務時間等）

第３条 職員（次項及び第３項の規定の適用を受ける職員を除く。）

の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分までとし、その間

に４５分 の休憩時間及び午前、午後において、各１回１５分の休息

時間を置く。

２ 愛媛県立学校に勤務する学校栄養職員及び事務職員（以下「学

校栄養職員等」という。）の勤務時間については、教育職員の勤

務時間の割振り等に関する規則（昭和４５年愛媛県教育委員会規則

第３号）第２条第１項、第３条及び第４条の規定を準用する。

３ 省略

（愛媛県県立学校管理規則の一部改正）

第２条 愛媛県県立学校管理規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（勤務時間等）

第２１条の２ 校長は、当該学校の教職員の勤務時間及び休憩時間

（以下「勤務時間等」という。）を定めなければならな

い。

２・３ 省略

（勤務時間等）

第２１条の２ 校長は、当該学校の教職員の勤務時間、休憩時間及び

休息時間（以下「勤務時間等」という。）を定めなければならな

い。

２・３ 省略

（教育職員の勤務時間の割振り等に関する規則の一部改正）

第３条 教育職員の勤務時間の割振り等に関する規則（昭和４５年愛媛県教育委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（休憩時間）

第３条 教育委員会は、１日の勤務時間が６時間を超える場合にお

いては 、 １時間の休憩時間を

勤務時間の途中に置く。

（休憩時間）

第３条 教育委員会は、１日の勤務時間が６時間を超える場合にお

いては４５分、８時間を超える場合においては１時間の休憩時間を

それぞれ勤務時間の途中に置く。

（休息時間）
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第４条 教育委員会は、おおむね４時間の正規の勤務時間ごとに１５

分の休息時間を置くものとする。

（愛媛県立図書館等に勤務する職員の勤務時間の割振り等に関する規則の一部改正）

第４条 愛媛県立図書館等に勤務する職員の勤務時間の割振り等に関する規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第６号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条

例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第３項ただし書及び第１３

条第１項 の規定に基づき、愛媛県立図書館、愛媛県総合科学

博物館、愛媛県歴史文化博物館、愛媛県美術館、愛媛県立博物館、

愛媛県生涯学習センター及び愛媛県立青年の家に勤務する職員（以

下「職員」という。）の勤務時間の割振り等について必要な事項を

定めるものとする。

（勤務時間等）

第２条 省略

２ 前項の勤務時間は、愛媛県立博物館に勤務する職員にあっては午

前９時３０分から午後６時３０分までに、愛媛県立青年の家に勤務する

職員にあっては午前８時３０分から午後５時３０分までに割り振るも

のとする。

３ 愛媛県立図書館に勤務する職員の第１項の勤務時間の割振りは、

次の区分により所属長が行う。

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条

例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第３項ただし書、第１３条第

１項及び第１４条の規定に基づき、愛媛県立図書館、愛媛県総合科学

博物館、愛媛県歴史文化博物館、愛媛県美術館、愛媛県立博物館、

愛媛県生涯学習センター及び愛媛県立青年の家に勤務する職員（以

下「職員」という。）の勤務時間の割振り等について必要な事項を

定めるものとする。

（勤務時間等）

第２条 省略

２ 前項の勤務時間は、愛媛県立博物館に勤務する職員にあっては午

前９時３０分から午後６時１５分までに、愛媛県立青年の家に勤務する

職員にあっては午前８時３０分から午後５時１５分までに割り振るも

のとする。

３ 愛媛県立図書館に勤務する職員の第１項の勤務時間の割振りは、

次の区分により所属長が行う。

区分 勤務時間 区分 勤務時間

日勤 午前９時３０分から午後６時３０分まで 日勤 午前９時３０分から午後６時１５分まで

遅出 午前１０時３０分から午後７時３０分まで 遅出 午前１０時３０分から午後７時１５分まで

４・５ 省略

（休憩時間）

第３条 所属長は、勤務時間の途中において１時間の休憩時間を与え

るものとする。

４・５ 省略

（休憩時間）

第３条 所属長は、勤務時間の途中において４５分間の休憩時間を与え

るものとする。

（休息時間）

第４条 所属長は、正規の勤務時間４時間について１５分間の休息時間

を与えるものとする。

附 則

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第２号
技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則

技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則（昭和２７年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（勤務時間）

第１１条 省略

（勤務時間）

第１１条 省略
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２ 日曜日及び土曜日（短時間勤務職員にあつては、これらの日に

加え、月曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに所属長

が教育委員会の承認を得て別に定める日）は、週休日とし、前項

の勤務時間は、月曜日から金曜日までの５日間（短時間勤務職員

にあつては、１週間ごとの期間）において、県立学校に勤務する

職員にあつては所属長が１日につき８時間（短時間勤務職員にあ

つては、８時間の範囲内で職員ごとに所属長が教育委員会の承認

を得て別に定める時間）となるように、その他の職員にあつては

午前８時３０分から午後５時３０分（短時間勤務職員にあつては、午

前８時３０分から午後５時３０分までの範囲内で職員ごとに所属長が

教育委員会の承認を得て別に定める時間）までに割り振る。

３～６ 省略

（休憩時間）

第１３条 １日の勤務時間が６時間を超える場合においては少なくと

も４５分、８時間を超える場合においては少なくとも１時間の休憩

時間をそれぞれ勤務の途中に置くものとする。

（特例）

第１４条 所属長は、職員の勤務条件の特殊性その他の事由により第

１１条及び第１３条 に定める規定の特例を必要と認める場合

においては、教育委員会の承認を得て別に定めることができる。

第１５条 省略

２ 日曜日及び土曜日（短時間勤務職員にあつては、これらの日に

加え、月曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに所属長

が教育委員会の承認を得て別に定める日）は、週休日とし、前項

の勤務時間は、月曜日から金曜日までの５日間（短時間勤務職員

にあつては、１週間ごとの期間）において、県立学校に勤務する

職員にあつては所属長が１日につき８時間（短時間勤務職員にあ

つては、８時間の範囲内で職員ごとに所属長が教育委員会の承認

を得て別に定める時間）となるように、その他の職員にあつては

午前８時３０分から午後５時１５分（短時間勤務職員にあつては、午

前８時３０分から午後５時１５分までの範囲内で職員ごとに所属長が

教育委員会の承認を得て別に定める時間）までに割り振る。

３～６ 省略

（休憩時間）

第１３条 １日の勤務時間が６時間を超える場合においては

４５分、８時間を超える場合においては １時間の休憩

時間をそれぞれ勤務の途中に置くものとする。

（休息時間）

第１４条 休息時間は、正規の勤務時間に含まれ、これに対しては給

与を支給する。

２ おおむね４時間の正規の勤務時間ごとに１５分間の休息時間を置

く。

３ 休息時間は、これを与えられなかつた場合においても、繰りこ

されることはない。

（特例）

第１５条 所属長は、職員の勤務条件の特殊性その他の事由により第

１１条、第１３条及び第１４条に定める規定の特例を必要と認める場合

においては、教育委員会の承認を得て別に定めることができる。

第１６条 省略

附 則

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第３号
愛媛県生涯学習センター管理規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県生涯学習センター管理規則等の一部を改正する規則

（愛媛県生涯学習センター管理規則の一部改正）

第１条 愛媛県生涯学習センター管理規則（平成３年愛媛県教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（開館時間）

第５条 センターの開館時間は、午前９時から午後５時３０分までと

する。

２・３ 省略

（開館時間）

第５条 センターの開館時間は、午前９時から午後５時 までと

する。

２・３ 省略

（愛媛県総合科学博物館管理規則の一部改正）

第２条 愛媛県総合科学博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（開館時間等）

第５条 博物館の開館時間は、午前９時から午後５時３０分までとす

る。

２・３ 省略

（開館時間等）

第５条 博物館の開館時間は、午前９時から午後５時 までとす

る。

２・３ 省略

（愛媛県歴史文化博物館管理規則の一部改正）

第３条 愛媛県歴史文化博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（開館時間等）

第５条 博物館の開館時間は、午前９時から午後５時３０分までとす

る。

２・３ 省略

（開館時間等）

第５条 博物館の開館時間は、午前９時から午後５時 までとす

る。

２・３ 省略

（愛媛県美術館管理規則の一部改正）

第４条 愛媛県美術館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（開館時間）

第５条 美術館の開館時間は、午前９時４０分から午後６時３０分まで

とする。

２ 省略

（開館時間）

第５条 美術館の開館時間は、午前９時４０分から午後６時 まで

とする。

２ 省略

（愛媛県立図書館等に勤務する職員の勤務時間の割振り等に関する規則の一部改正）

第５条 愛媛県立図書館等に勤務する職員の勤務時間の割振り等に関する規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第６号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（勤務時間等）

第２条 省略

２・３ 省略

４ 愛媛県総合科学博物館、愛媛県歴史文化博物館及び愛媛県生涯

学習センターに勤務する職員の第１項の勤務時間の割振りは、次

の区分により所属長が行う。

（勤務時間等）

第２条 省略

２・３ 省略

４ 愛媛県総合科学博物館、愛媛県歴史文化博物館及び愛媛県生涯

学習センターに勤務する職員の第１項の勤務時間の割振りは、次

の区分により所属長が行う。

区分 勤務時間 区分 勤務時間

日勤 午前８時３５分から午後５時３５分まで 日勤 午前８時３０分から午後５時１５分まで

遅出 午後１時 から午後１０時まで 遅出 午後１時１５分から午後１０時まで

５ 愛媛県美術館に勤務する職員の第１項の勤務時間の割振りは、

次の区分により所属長が行う。

５ 愛媛県美術館に勤務する職員の第１項の勤務時間の割振りは、

次の区分により所属長が行う。

区分 勤務時間 区分 勤務時間

日勤 午前９時３５分から午後６時３５分まで 日勤 午前９時３０分から午後６時１５分まで

早出 午前８時３０分から午後５時３０分まで 早出 午前８時３０分から午後５時１５分まで

附 則

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。
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�愛媛県教育委員会規則第４号
愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県教育職員の免許に関する規則（昭和３７年愛媛県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（単位の修得方法）

第５条 他の種類の免許状を取得する場合の単位の修得方法につい

ては、次の表（第１表から第１９表まで）の定めるところによる。

第１表～第１１表 省略

第１２表

（単位の修得方法）

第５条 他の種類の免許状を取得する場合の単位の修得方法につい

ては、次の表（第１表から第１９表まで）の定めるところによる。

第１表～第１１表 省略

第１２表

免許

状授

与の

根拠

受けようと

する免許状

の種類

在

職

年

数

総

単

位

数

特別支援教育に関する科目 免許

状授

与の

根拠

受けようと

する免許状

の種類

在

職

年

数

総

単

位

数

特殊教育に関する科目

特別支

援教育

の基礎

理論に

関する

科目

特別支援教

育領域に関

する科目

免許状に定

められるこ

ととなる特

別支援教育

領域以外の

領域に関す

る科目

教育の

基礎理

論に関

する科

目

心身に障害

のある幼児、

児童又は生

徒の心理、

生理及び病

理に関する

科目

心身に障害

のある幼児、

児童又は生

徒の教育課

程及び指導

法に関する

科目

心身

に障

害の

ある

幼児、

児童

又は

生徒

の心

理、

生理

及び

病理

に関

する

科目

心身

に障

害の

ある

幼児、

児童

又は

生徒

の教

育課

程及

び指

導法

に関

する

科目

心身

に障

害の

ある

幼児、

児童

又は

生徒

の心

理、

生理

及び

病理

に関

する

科目

心身

に障

害の

ある

幼児、

児童

又は

生徒

の教

育課

程及

び指

導法

に関

する

科目

法別

表第

７

特別

支援

学校

教諭

専修

免許

状

３ １５ １ １ １ 法別

表第

７

盲学

校、
ろう

聾学

校又

は養

護学

校

専修

免許

状

３ １５ １ １ １

１種

免許

状

３ ６ １ １ １ １種

免許

状

３ ６ １ １ １

２種

免許

状

３ ６ １ １ １ ２種

免許

状

３ ６ １ １

２９

年

特別支援学

校教諭１種

３ ４ １ １ １ ２９

年

盲学校教諭
ろう

、 聾 学 校

３ ４ １ １
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改

正

法

附

則

第

１７

項

免許状 改

正

法

附

則

第

１７

項

教諭又は養

護学校教諭

の１種免許

状

第１３表～第１９表 省略

２ 前項の表第１表から第４表まで、第７表、第８表及び第１０表にお

いてはそれぞれの表の教科（第１０表にあつては、養護）に関する科

目の欄、教職に関する科目の欄及び教科又は教職（第１０表にあつて

は、養護又は教職）に関する科目の欄、同項の表第１２表においては

特別支援教育に関する科目の欄に掲げる単位を含めて総単位数の

欄に掲げる単位を修得しなければならない。

３・４ 省略

（臨時免許状の検定及び授与等の出願）

第６条 法第５条第５項及び第５条の２第３項並びに施行法第２条

の規定により、教育職員検定及び臨時免許状の授与又は新教育領域

の追加を願い出る者は、次の各号に掲げる書類を提出しなければな

らない。

� 臨時免許状検定及び授与（追加）願（様式第４号）

� 履歴書（様式第６号）

� 宣誓書（様式第７号）

� 臨時免許状出願副申書（様式第８号）

� 身体に関する証明書（様式第９号）

� 実務に関する証明書（様式第１０号）

� 人物に関する証明書（様式第１１号）

� 中学校又は高等学校の免許状の授与を願い出る教員にあつて

は、教科（領域）認定書（様式第１２号）

	・
 省略

� 現に有する免許状の写し（新教育領域の追加を願い出る者に

あつては、現に有する免許状）又は免許状授与（追加）証明書

（様式第１６号）

（普通免許状授与等の出願）

第７条 法第５条第１項及び第５条の２第３項により、普通免許状の

授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次の各号に掲げる書類

を提出しなければならない。

� 教育職員免許状授与（追加）申請書（様式第１号）

� 履歴書（様式第６号）

� 宣誓書（様式第７号）

� 法施行規則第６条第１項の表備考第１０号又は第１１号により、教

育実習の単位を振り替える場合は、実務に関する証明書（様式第

１０号）

�～� 省略

� 新教育領域の追加を願い出る者にあつては、現に有する免許状

第７条の２ １２年改正法附則第２項又は第３項の規定により、普通免

許状の授与を願い出る者は、次の各号の書類を提出しなければなら

ない。

� 教育職員免許状授与（追加）申請書（様式第１号）

�～� 省略

� 現に有する免許状の写し又は免許状授与（追加）証明書（様

第１３表～第１９表 省略

２ 前項の表第１表から第４表まで、第７表、第８表及び第１０表にお

いてはそれぞれの表の教科（第１０表にあつては、養護）に関する科

目の欄、教職に関する科目の欄及び教科又は教職（第１０表にあつて

は、養護又は教職）に関する科目の欄、同項の表第１２表においては

特殊教育 に関する科目の欄に掲げる単位を含めて総単位数の

欄に掲げる単位を修得しなければならない。

３・４ 省略

（臨時免許状の検定及び授与 の出願）

第６条 法第５条第５項及び 施行法第２条

の規定により、教育職員検定及び臨時免許状の授与

を願い出る者は、次の各号の 書類を提出しなければな

らない。

� 臨時免許状検定及び授与願

� 履歴書

� 宣誓書

� 臨時免許状出願副申書

� 身体に関する証明書

� 実務に関する証明書

� 人物に関する証明書

� 中学校、高等学校の教員は教科認定書

	・
 省略

� 現に有する免許状の写

又は免許状の授与証明書

（普通免許状授与 の出願）

第７条 法第５条第１項 により、普通免許状の

授与 を願い出る者は、次の各号の 書類

を提出しなければならない。

� 教育職員免許状授与申請書

� 履歴書

� 宣誓書

� 法施行規則第６条第１項の表備考第１０号又は第１１号により、

教育実習の単位をふりかえる場合は、実務に関する証明書

�～� 省略

第７条の２ １２年改正法附則第２項又は第３項の規定により、普通免

許状の授与を願い出る者は、次の各号の書類を提出しなければなら

ない。

� 教育職員免許状授与 申請書（様式第１号）

�～� 省略

� 現に有する免許状の写し又は免許状授与証明書
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式第１６号）

（免許状交付の出願）

第８条 施行法第１条第３項の規定により、免許状の交付を願い出る

者は、次の各号の書類を提出しなければならない。

� 教育職員免許状交付申請書（様式第３号）

� 履歴書（様式第６号）

� 宣誓書（様式第７号）

� 中学校又は高等学校の免許状の交付を願い出る者にあつては、

学業成績証明書又は教科（領域）認定書（様式第１２号）

� 旧免許状の写し又は免許状授与（追加）証明書（様式第１６号）

（普通免許状の検定及び授与等の出願）

第９条 法第５条の２第３項及び施行法第２条の規定により、教育職

員検定及び普通免許状の授与又は新教育領域の追加を願い出る者

は、次の各号に掲げる書類を提出しなければならない。

� 普通免許状検定及び授与（追加）願（様式第２号）

� 履歴書（様式第６号）

� 宣誓書（様式第７号）

� 身体に関する証明書（様式第９号。現職者は不要）

� 実務に関する証明書（様式第１０号）

� 人物に関する証明書（様式第１１号）

�・� 省略

	 現に有する免許状の写し（新教育領域の追加を願い出る者にあ

つては、現に有する免許状）又は免許状授与（追加）証明書（様

式第１６号）

（他の種類の免許状の検定及び授与等の出願）

第１０条 法第６条の規定により、教育職員検定及び他の種類の免許状

の授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次の各号に掲げる書

類を提出しなければならない。

� 普通免許状検定及び授与（追加）願（様式第２号）

�～� 省略

	 現に有する免許状の写し（新教育領域の追加を願い出る者に

あつては、現に有する免許状）又は免許状授与（追加）証明書

（様式第１６号）

（免許状授与（追加）証明書交付願）

第１４条 免許状授与（追加）証明書の交付を受けようとする者は、

免許状授与（追加）証明書交付願を提出しなければならない。

（手数料）

第１６条 免許状の授与、新教育領域の追加、書換え若しくは再交付又

は教育職員検定を願い出る者は、手数料として、愛媛県手数料条例

（平成１２年愛媛県条例第３号）で定められた金額に相当する愛媛県

収入証紙を願書にちよう付しなければならない。

（様式）

第１８条 この規則の定めるところにより提出し、交付し又は保存する

ことを要する次の左欄に掲げる書類は、それぞれ右欄の様式によ

る。

（免許状交付の出願）

第８条 施行法第１条第３項の規定により、免許状の交付を願い出る

者は、次の各号の書類を提出しなければならない。

� 教育職員免許状交付申請書

� 履歴書

� 宣誓書

� 中学校及び高等学校免許状にあつては

学業成績証明書又は教科認定書

� 旧免許状の写 又は免許状授与証明書

（普通免許状の検定及び授与 の出願）

第９条 施行法第２条の規定により、教育職

員検定及び普通免許状の授与 を願い出る者

は、次の各号の 書類を提出しなければならない。

� 普通免許状検定及び授与願

� 履歴書

� 宣誓書

� 身体に関する証明書（ 現職者は不要）

� 人物に関する証明書

� 実務に関する証明書

�・� 省略

	 現に有する免許状の写

又は免許状授与証明書

（他の種類の免許状の検定及び授与 の出願）

第１０条 法第６条の規定により、教育職員検定及び他の種類の免許状

の授与 を願い出る者は、次の各号の 書

類を提出しなければならない。

� 普通免許状検定及び授与 願（様式第２号）

�～� 省略

	 現に有する免許状の写し

又は免許状授与証明書

（免許状授与 証明書交付願）

第１４条 免許状授与 証明書の交付を受けようとする者は、

免許状授与 証明書交付願を提出しなければならない。

（手数料）

第１６条 免許状の授与 、書換え若しくは再交付又

は教育職員検定を願い出る者は、手数料として、愛媛県手数料条例

（平成１２年愛媛県条例第３号）で定められた金額に相当する愛媛県

収入証紙を願書にちよう付しなければならない。

（様式）

第１８条 この規則の定めるところにより提出し、交付し又は保存する

ことを要する次の左欄に掲げる書類は、それぞれ右欄の様式によ

る。

左欄 右欄 左欄 右欄

１ 教育職員免許状授与（追加）申請書 様式第１号 １ 教育職員免許状授与 申請書 様式第１号

２ 普通免許状検定及び授与（追加）願 様式第２号 ２ 普通免許状検定及び授与 願 様式第２号

省

略

省

略

４ 臨時免許状検定及び授与（追加）願 様式第４号 ４ 臨時免許状検定及び授与 願 様式第４号

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

３９０



省

略

省

略

１６ 教科（領域）認定書 様式第１２号 １６ 教科 認定書 様式第１２号

省

略

省

略

１９ 免許状授与（追加）証明書交付願 様式第１５号 １９ 免許状授与 証明書交付願 様式第１５号

２０ 免許状授与（追加）証明書 様式第１６号 ２０ 免許状授与 証明書 様式第１６号

省

略

省

略

２５ 免許状原簿（特別支援学校教員免許状） 様式第２０号

様式第１号中「教育職員免許状授与申請書」を「教育職員免許状授与（追加）申請書」に、「授与される」を「授与又は追加される」に、

「教科」を「教科又は特別支援教育領域」に改め、同様式注中２を３とし、１の次に次のように加える。

２ 不要の文字は、抹消すること。

様式第２号中「・第１０条関係」を「、第１０条関係」に、「普通免許状検定及び授与願」を「普通免許状検定及び授与（追加）願」に、

「普通免許状教育職員検定及び授与願」を「普通免許状検定及び授与（追加）願」に、「授与を」を「授与又は追加を」に、「教科」を

「教科又は特別支援教育領域」に改め、同様式注中２を３とし、１の次に次のように加える。

２ 不要の文字は、抹消すること。

様式第４号中「臨時免許状検定及び授与願」を「臨時免許状検定及び授与（追加）願」に、「授与を」を「授与又は追加を」に、「教科」

を「教科又は特別支援教育領域」に改め、同様式注中２を３とし、１の次に次のように加える。

２ 不要の文字は、抹消すること。

様式第４号の２（その１）、様式第４号の２（その２）及び様式第４号の４を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

３９１



様式第４号の２（第６条、第８条関係） 臨時免許状

様式第４号の２（その１）

（教育職員）臨時免許状

本籍地

氏 名

年 月 日生

上の者は教育職員免許法施行法第１条の定めるところにより

（次の教科について）（教育職員）臨時免許状を有するものと

みなす

（記）

年 月 日

愛媛県教育委員会 �

番号

授与条件

備考１ 「（教育職員）」の箇所には、「小学校助教諭」、「中学校助教諭」の例の

ように記入すること。

２ 「（次の教科について）」及び「（記）」の箇所については、教科の定めの

ない免許状の場合にあっては、この箇所を設けないこと。

３ 授与条件については、免許状の裏面に記載することを妨げない。

割

印
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様式第４号の２（その２）

（教育職員）臨時免許状

本籍地

氏 名

年 月 日生

上の者に教育職員免許法 の定めるところにより

（次の教科について）（教育職員）臨時免許状を授与する

（記）

年 月 日

愛媛県教育委員会 �

番号

授与条件

備考１ 「（教育職員）」の箇所には、「小学校助教諭」、「中学校助教諭」の例の

ように記入すること。

２ 「（次の教科について）」の箇所については、特別支援学校の教員の免許状

にあっては、「次の領域について」と記入し、教科の定めのない免許状の場合

にあっては、この箇所を設けないこと。

３ 教科の定めのない免許状の場合は、「（記）」の欄を設けないこと。

４ 授与条件については、免許状の裏面に記載することを妨げない。

割

印
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様式第４号の４（第６条の２関係） 特別免許状

（教育職員）特別免許状

本籍地

氏 名

年 月 日生

上の者に教育職員免許法第５条の定めるところにより（次の教科

について）（教育職員）特別免許状を授与する

記

年 月 日

愛媛県教育委員会 �

番号

授与条件

備考１ 「（教育職員）」の箇所には、「小学校教諭」、「中学校教諭」の例のよう

に記入すること。

２ 「（次の教科について）」の箇所については、事項について授与する免許状

の場合にあっては、「次の事項について」と記入すること。

３ 授与条件については、免許状の裏面に記載することを妨げない。

割

印
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様式第５号中「・第１２条関係」を「、第１２条関係」に、「授与年月日」を「授与又は追加の年月日」に、「教科」を「教科又は特別支援

教育領域」に改め、同様式注を同様式注２とし、同様式注２の前に次のように加える。

１ 不要の文字は、抹消すること。

様式第１２号中「様式第１２号」を「様式第１２号（第６条、第８条関係） 教科（領域）認定書」に、「教科認定書」を「教科（領域）認定書」

「（授与）
「 （授与）

「 （教科）
に、

（交付）」
を （交付） に、「次の教科」を 次の

（領域）」
に、「教科」を「教科又は特別支援教育領域」に、「�」

（新教育領域の追加）」

を「�」に改め、同様式に注として次のように加える。
注 不要の文字は、抹消すること。

様式第１３号及び様式第１４号中「特殊教育に関する科目」を「特別支援教育に関する科目」に改める。

様式第１５号及び様式第１６号を次のように改める。
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様式第１５号（第１４条関係） 免許状授与（追加）証明書交付願

免 許 状 授 与 （ 追 加 ） 証 明 書 交 付 願

年 月 日

愛媛県教育委員会様

本 籍 地 都道

府県

住 所

ふりがな

氏 名 �
生年月日

次により免許状授与（追加）証明書を交付されるよう、お願いします。

免許状の種類
免許の教科又は特別

支援教育領域

授与又は新教育領

域の追加の年月日
免許状の番号

手数料 ４００円
１ 愛媛県収入証紙をはつてください。

２ 消印は、しないでください。

注１ 記名押印に代えて署名することができる。
２ 不要の文字は、抹消すること。
３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
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様式第１６号（第６条、第７条の２、第８条―第１０条関係） 免許状授与（追加）証明書

記号番号

免 許 状 授 与 （ 追 加 ） 証 明 書

本 籍 地

氏 名

生年月日

免許状の種類
免許の教科又は特別

支援教育領域

授与又は新教育領

域の追加の年月日
免許状の番号

授与又は追加

の根拠規定

以上のとおり証明します。

年 月 日

愛媛県教育委員会 �

注 不要の文字は、抹消すること。
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様式第１９号の次に次の１様式を加える。
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様式第２０号 免許状原簿（特別支援学校教員免許状）

番号 授与（追加）の根拠 授与（追加）年月日 特別支援教育領域
本籍地
氏名

生年月日
備 考

年 月 日

年 月 日生

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

愛
媛

県
報

平
成
１９
年
３
月
３０
日

第
１８４８

号

３９９
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附 則

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に改正前の愛媛県教育職員の免許に関する規則様式第１号、様式第２号、様式第４号、様式第５号、様式第１３号及

び様式第１５号の規定により提出されている書類は、改正後の愛媛県教育職員の免許に関する規則様式第１号、様式第２号、様式第４号、

様式第５号、様式第１３号及び様式第１５号の規定により提出された書類とみなす。

�愛媛県教育委員会規則第５号
学校教育法施行細則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

学校教育法施行細則等の一部を改正する規則

（学校教育法施行細則の一部改正）

第１条 学校教育法施行細則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第５章 特別支援学校

（視覚障害者等の通知）

第２８条 令第１１条第１項、第１１条の２、第１１条の３、第１２条第２項

又は第１２条の２第２項の規定によつて、市町教育委員会が視覚障

害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者及び病弱者につい

て県委員会に通知するときは、様式第６号によるものとする。

２ 省略

（準用条文）

第２９条 第２６条の規定は、県立の特別支援学校 に、

これを準用する。

ろう

第５章 盲学校、聾学校及び養護学校

（盲者等 の通知）

第２８条 令第１１条第１項、第１１条の２、第１１条の３、第１２条第２項
ろう

又は第１２条の２第２項の規定によつて、市町教育委員会が盲者、聾

者 、知的障害者、肢体不自由者及び病弱者につい

て県委員会に通知するときは、様式第６号によるものとする。

２ 省略

（準用条文）
ろう

第２９条 第２６条の規定は、県立の盲学校、聾学校及び養護学校に、

これを準用する。

様式第５号中「特殊学級」を「特別支援学級」に改める。

「（ 盲 ）
ろう

様式第６号中 （ 聾 ）学校 を「特別支援学校」に改める。

（養護） 」

（愛媛県県立学校教職員設置規則の一部改正）

第２条 愛媛県県立学校教職員設置規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第１０条 特別支援学校 の各部に、主事を置くことがで

きる。

２・３ 省略

ろう

第１０条 盲学校、聾学校及び養護学校の各部に、主事を置くことがで

きる。

２・３ 省略

（愛媛県県立学校管理規則の一部改正）

第３条 愛媛県県立学校管理規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

目次

第１章・第２章 省略

第３章 特別支援学校（第５０条―第５７条）

第４章 省略

省略

目次

第１章・第２章 省略

第３章 特殊学校 （第５０条―第５７条）

第４章 省略

省略
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（中等教育学校の前期課程の転学及び退学）

第４８条の５ 省略

２ 省略

３ 校長は転学を許可した場合には、その生徒の従前在学していた中

学校（中等教育学校の前期課程及び特別支援学校

の中学部を含む。）の校長に、その

旨を通知しなければならない。

４ 省略

第３章 特別支援学校

（設置）

第５０条 特別支援学校の部、修業年限、学科及び生徒定員等は、別に

定めるところによる。

（専攻科の入学資格）

第５６条 専攻科に入学できる者は、特別支援学校の高等部若しくは高

等学校を卒業した者又は校長がこれと同等以上の学力があると認

定した者とする。

２ 省略

（準用規定）

第５７条 第４条、第５条、第６条第１項及び第３項、第７条から第１０

条まで、第１１条、第１３条、第１４条、第１６条、第１７条、第１９条から第

４１条まで、第４９条の２並びに第４９条の３の規定は、特別支援学校に、

これを準用する。

２ 第４８条の５第１項、第４８条の６及び第４８条の７の規定は、特別支

援学校の小学部又は中学部に、これを準用する。

３ 第４２条第１項及び第２項、第４４条、第４６条第１項から第３項まで

並びに第４６条の２から第４８条までの規定は、特別支援学校の高等部

に、これを準用する。

（中等教育学校の前期課程の転学及び退学）

第４８条の５ 省略

２ 省略

３ 校長は転学を許可した場合には、その生徒の従前在学していた中
ろう

学校（中等教育学校の前期課程並びに盲学校、聾学校及び養護学校

（以下「特殊学校」という。）の中学部を含む。）の校長に、その

旨を通知しなければならない。

４ 省略

第３章 特殊学校

（設置）

第５０条 特殊学校 の部、修業年限、学科及び生徒定員等は別に

定めるところによる。

（専攻科の入学資格）

第５６条 専攻科に入学できる者は、特殊学校 の高等部若しくは高

等学校を卒業した者又は校長がこれと同等以上の学力があると認

定した者とする。

２ 省略

（準用規定）

第５７条 第４条、第５条、第６条第１項及び第３項、第７条から第１０

条まで、第１１条、第１３条、第１４条、第１６条、第１７条、第１９条から第

４１条まで、第４９条の２並びに第４９条の３の規定は、特殊学校 に、

これを準用する。

２ 第４８条の５第１項、第４８条の６及び第４８条の７の規定は、特殊学

校 の小学部又は中学部に、これを準用する。

３ 第４２条第１項及び第２項、第４４条、第４６条第１項から第３項まで

並びに第４６条の２から第４８条までの規定は、特殊学校 の高等部

に、これを準用する。

（愛媛県県立学校学則の一部改正）

第４条 愛媛県県立学校学則（昭和３３年愛媛県教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（適用除外）

第１４条の３ 省略

２ 特別支援学校 の小学部、中学部及び幼稚部につい

ては、第８条（幼稚部については第９条）から第１４条までの規定は

適用しない。

（適用除外）

第１４条の３ 省略
ろう

２ 盲学校、聾学校及び養護学校の小学部、中学部及び幼稚部につい

ては、第８条（幼稚部については第９条）から第１４条までの規定は

適用しない。

（愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部改正）

第５条 愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則（昭和３９年愛媛県教育委員会規則第７号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特別支援学校）

第４条 特別支援学校 の部、修業年限、学科及び生徒

定員等は、別表第４に掲げるとおりとする。

別表第４（第４条関係）

（特殊学校）
ろう

第４条 盲学校、聾学校及び養護学校の部、修業年限、学科及び生徒

定員等は、別表第４に掲げるとおりとする。

別表第４（第４条関係）

学校名 部 修業年限 学科 生徒定員 学校名 部 修業年限 学科 生徒定員

省略 省略

整肢療護園分校 小学部 ６年

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

４０１



中学部 ３年

省略 省略

備考

１ 省略

２ 松山盲学校にあつては視覚障害者である幼児、児童又は生徒
ろう ろう

に対する教育を、松山聾学校及び宇和聾学校にあつては聴覚障害者

である幼児、児童又は生徒に対する教育を、しげのぶ特別支援学

校にあつては肢体不自由者及び病弱者（身体虚弱者を含む。）で

ある幼児、児童又は生徒に対する教育を、第三養護学校、今治養

護学校及び宇和養護学校にあつては知的障害者である児童又は

生徒に対する教育を行う。

備考

１ 省略

２

しげのぶ特別支援学

校にあつては肢体不自由者及び病弱者（身体虚弱者を含む。）の

ための学校 を、第三養護学校、今治養

護学校及び宇和養護学校にあつては知的障害者のための学校を

いう 。

（愛媛県教科書採択委員会規則の一部改正）

第６条 愛媛県教科書採択委員会規則（昭和４１年愛媛県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭

和３１年法律第１６２号）第２３条第６号の規定に基づき、県立学校（中

等教育学校の前期課程並びに特別支援学校 の小学部

及び中学部を除く。）において使用する教科書（以下「教科書」と

いう。）の採択に関し必要な事項を定めるものとする。

（趣旨）

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭

和３１年法律第１６２号）第２３条第６号の規定に基づき、県立学校（中
ろう

等教育学校の前期課程並びに盲学校、聾学校及び養護学校の小学

部及び中学部を除く。）において使用する教科書（以下「教科書」

という。）の採択に関し必要な事項を定めるものとする。

（愛媛県障害児就学指導委員会設置規則の一部改正）

第７条 愛媛県障害児就学指導委員会設置規則（昭和４９年愛媛県教育委員会規則第１４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（任務）

第２条 就学指導委員会は、次の各号に掲げる事項を処理する。

� 県立の特別支援学校に就学しようとする者、又は在学する児

童・生徒のうち、当該学校で障害の程度を判断することが困難

なものの障害の程度の判断

�・� 省略

（任務）

第２条 就学指導委員会は、次の各号に掲げる事項を処理する。

� 県立の特殊学校 に就学しようとする者、又は在学する児

童・生徒のうち、当該学校で障害の程度を判断することが困難

なものの障害の程度の判断

�・� 省略

（愛媛県総合科学博物館管理規則の一部改正）

第８条 愛媛県総合科学博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（展示室観覧料等の減免）

第１４条 省略

� 教育課程に基づく学習活動として、プラネタリウムを観覧す

る県内の小学校、中学校又は中等教育学校の前期課程の児童又

は生徒及び展示室又はプラネタリウムを観覧する県内の高等学

校、中等教育学校の後期課程又は特別支援学校 の

生徒並びにこれらの引率者

�～� 省略

２～５ 省略

（展示室観覧料等の減免）

第１４条 省略

� 教育課程に基づく学習活動として、プラネタリウムを観覧す

る県内の小学校、中学校又は中等教育学校の前期課程の児童又

は生徒及び展示室又はプラネタリウムを観覧する県内の高等学
ろう

校、中等教育学校の後期課程、盲学校、聾学校又は養護学校の

生徒並びにこれらの引率者

�～� 省略

２～５ 省略

（愛媛県歴史文化博物館管理規則の一部改正）

第９条 愛媛県歴史文化博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（展示室観覧料の減免）

第１４条 省略

� 教育課程に基づく学習活動として展示室を観覧する県内の高

等学校、中等教育学校の後期課程又は特別支援学校

の生徒及びその引率者

�～� 省略

２～５ 省略

（展示室観覧料の減免）

第１４条 省略

� 教育課程に基づく学習活動として展示室を観覧する県内の高
ろう

等学校、中等教育学校の後期課程、盲学校、聾学校又は養護学

校の生徒及びその引率者

�～� 省略

２～５ 省略

（愛媛県美術館管理規則の一部改正）

第１０条 愛媛県美術館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（観覧料の減免）

第１４条 省略

� 教育課程に基づく学習活動として展示室を観覧する県内の高

等学校、中等教育学校の後期課程又は特別支援学校

の生徒及びその引率者

�～� 省略

２～５ 省略

（観覧料の減免）

第１４条 省略

� 教育課程に基づく学習活動として展示室を観覧する県内の高
ろう

等学校、中等教育学校の後期課程、盲学校、聾学校又は養護学校

の生徒及びその引率者

�～� 省略

２～５ 省略

（愛媛県県立学校の課程、修業年限及び生徒定員等に関する規則の一部を改正する規則の一部改正）

第１１条 愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部を改正する規則（平成１８年愛媛県教育委員会規則第１２

号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

１～３ 省略

（特別支援学校の入学定員の特例）

４ 別表第４備考１本文の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校の

高等部の学科については、平成１９年度における第１学年の入学定員

は、当該入学定員欄に掲げるとおりとする。

附 則

１～３ 省略

（特殊学校 の入学定員の特例）

４ 別表第４備考１本文の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校の

高等部の学科については、平成１９年度における第１学年の入学定員

は、当該入学定員欄に掲げるとおりとする。

学校名 部 学科 入学定員 学校名 部 学科 入学定員

省略 省略

附 則

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第６号
愛媛県教職員結核審査委員会規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教職員結核審査委員会規則の一部を改正する規則

愛媛県教職員結核審査委員会規則（昭和３３年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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教育委員会訓令

改 正 後 改 正 前

愛媛県教職員健康審査委員会規則

（目的）

第１条 この規則は、愛媛県執行機関の附属機関設置条例（昭和２７

年愛媛県条例第５４号）第５条の規定に基づき、愛媛県教職員健康

審査委員会（以下「審査会」という。）の構成運営等に関する事

項を定めることを目的とする。

（構成）

第２条 審査会は、委員５名で構成し、次に掲げる者 のうちから、

愛媛県教育委員会が任命し、又は委嘱する。

� 内科に係る診療に相当の経験を有する医師

� 精神科に係る診療に相当の経験を有する医師

� 省略

� その他適当と認める医師

２ 省略

愛媛県教職員結核審査委員会規則

（目的）

第１条 この規則は、愛媛県執行機関の附属機関設置条例（昭和２７

年愛媛県条例第５４号）第５条の規定に基き、愛媛県教職員結核審

査委員会 （以下「審査会」という。）の構成運営等に関する事

項を定めることを目的とする。

（構成）

第２条 審査会は、委員５名で構成し、次に掲げるもののうちから、

愛媛県教育委員会が任命 又は委嘱する。

� 結核専門医師

� 省略

� 県立病院の 医師

２ 省略

附 則

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に従前の愛媛県教職員結核審査委員会の委員である者は、この規則の施行の日に、改正後の愛媛県教職員健康審査

委員会規則第２条第１項の規定により、愛媛県教職員健康審査委員会の委員として委嘱されたものとみなす。この場合において、その委

嘱されたものとみなされる者の任期は、同条第２項の規定にかかわらず、同日における従前の愛媛県教職員結核審査委員会の委員として

の任期の残任期間と同一の期間とする。

�愛媛県教育委員会訓令第１号
教育委員会事務局

県 立 学 校

愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程（昭和３２年２月愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（課及び係）

第１条 省略

２ 各課の分掌事務を次のとおりとする。

省略

教育指導課

�～� 省略

� 特別支援教育に関すること。

省略

３ 省略

（課及び係）

第１条 省略

２ 各課の分掌事務を次のとおりとする。

省略

教育指導課

�～� 省略

� 障害児教育 に関すること。

省略

３ 省略

（愛媛県県立学校修学旅行実施要領の一部改正）

第２条 愛媛県県立学校修学旅行実施要領（昭和３９年３月愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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教育委員会告示

改 正 後 改 正 前

第５条 修学旅行の日数は、次の各号に掲げる県立学校の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める日数を限度とする。ただし、特別

の事情があるときは、当該限度を超えて実施することができるも

のとする。

� 高等学校、中等教育学校の後期課程及び特別支援学校

の高等部 ５泊６日

� 中等教育学校の前期課程及び特別支援学校

の中学部 ４泊５日

� 特別支援学校 の小学部 １泊２日

第６条 引率教職員の数は、次の各号に掲げる県立学校の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める参加生徒数につき１人以上とし、

総数は、２人以上で、校長が決定する。この場合において、女子

生徒が参加するときは、適当数の女子教職員を含まなければなら

ない。

� 高等学校及び中等教育学校 ３０人程度

� 特別支援学校 ５人程度

２ 省略

第５条 修学旅行の日数は、次の各号に掲げる県立学校の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める日数を限度とする。ただし、特別

の事情があるときは、当該限度を超えて実施することができるも

のとする。
ろう

� 高等学校、中等教育学校の後期課程並びに盲学校、聾学校及

び養護学校の高等部 ５泊６日
ろう

� 中等教育学校の前期課程並びに盲学校、聾学校及び養護学校

の中学部 ４泊５日
ろう

� 盲学校、聾学校及び養護学校の小学部 １泊２日

第６条 引率教職員の数は、次の各号に掲げる県立学校の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める参加生徒数につき１人以上とし、

総数は、２人以上で、校長が決定する。この場合において、女子

生徒が参加するときは、適当数の女子教職員を含まなければなら

ない。

� 高等学校及び中等教育学校 ３０人程度
ろう

� 盲学校、聾学校及び養護学校 ５人程度

２ 省略

（愛媛県県立学校教育課程基準の一部改正）

第３条 愛媛県県立学校教育課程基準（昭和４８年３月愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校 の教育課程については、次項

に規定するものを除くほか、施行規則第７３条の１０の規定に基づく

特別支援学校幼稚部教育要領 （平成１１年３月文部

省告示第６０号）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

（平成１１年３月文部省告示第６１号）及び特別支援学校

高等部学習指導要領 （平成１１年３月文部省告示第

６２号）によらなければならない。

２ 視覚障害者、聴覚障害者、肢体不自由者又は病弱者である生徒

に対する教育を行う特別支援学校の高等部の専門教育に関する教

科に属する科目及び当該科目の標準単位数又は標準年間授業時数

は、別表第２のとおりとする。

（特殊学校）
ろう

第３条 盲学校、聾学校及び養護学校の教育課程については、次項

に規定するものを除くほか、施行規則第７３条の１０の規定に基づく
ろう

盲学校、聾学校及び養護学校幼稚部教育要領（平成１１年３月文部
ろう

省告示第６０号）、盲学校、聾学校及び養護学校小学部・中学部学
ろう

習指導要領（平成１１年３月文部省告示第６１号）及び盲学校、聾学

校及び養護学校高等部学習指導要領（平成１１年３月文部省告示第

６２号）によらなければならない。
ろう

２ 盲学校、聾学校及び肢体不自由者を教育する養護学校

の高等部の専門教育に関する教

科に属する科目及び当該科目の標準単位数又は標準年間授業時数

は、別表第２のとおりとする。

附 則

この訓令は、平成１９年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会告示第３号
愛媛県情報公開条例第３４条第１項の規定による教育委員会が定める法人の指定（平成１３年１２月愛媛県教育委員会告示第４号）の一部を次

のように改正し、平成１９年４月１日から施行する。

平成１９年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

４０５
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監査委員規程

改 正 後 改 正 前

愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）第３５条第１項

の規定により、教育委員会が定める法人を次のとおり定める。

愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）第３４条第１項

の規定により、教育委員会が定める法人を次のとおり定める。

�愛媛県教育委員会告示第４号
次に掲げる告示は、平成１９年３月３１日限り廃止する。

平成１９年３月３０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

� 学校教職員等結核予防要綱（昭和２９年８月愛媛県教育委員会告示第３５号）

� 学校教職員結核予防取扱要領（昭和２９年８月愛媛県教育委員会告示第３６号）

�愛媛県監査委員規程第１号
愛媛県監査委員監査規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成１９年３月３０日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

愛媛県監査委員監査規程の一部を改正する規程

愛媛県監査委員監査規程（昭和５５年愛媛県監査委員規程第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（検査提出書類）

第５条 検査を受ける会計管理者及び管理者は、次に掲げる書類１０

部を作成し、指定の期日までに監査委員に提出するものとする。

� 省略

� 会計管理者

ア～サ 省略

� 省略

（検査提出書類）

第５条 検査を受ける出納長 及び管理者は、次に掲げる書類１０

部を作成し、指定の期日までに監査委員に提出するものとする。

� 省略

� 出納長

ア～サ 省略

� 省略

様式第３号（その１）及び同様式（その２）を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

４０６



様式第３号（第３条関係） 定員現員調

様式第３号（その１）

定 員 現 員 調 （ 課 ）
地 方 機 関

年 月 日現在

区 分 定 員 現 員
過不足
（△）

係 （課・室） 別 配 置 現 員

備 考係
（課・室）

係
（課・室）

係
（課・室）

係
（課・室）

定 数 内 職 員

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

非 常 勤 嘱 託

臨 時 職 員
（地公法第２２条関係）

定 数 外 職 員 計

注 １ 課（室）制の機関にあつては、課（室）別配置現員を記載すること。

２ 兼務者については、（ ）外書きすること。

３ 休職者については、備考欄にその旨を記載すること。
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様式第３号（その２）

定 員 現 員 調 （ 課 ）
地方機関

年 月 日現在

区 分 定 員 現 員
過 不 足
（ △ ）

課 別 配 置 現 員
備 考

課 課

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

課 課

警

察

官

警 視 長

警 視 正

警 視

警 部

警 部 補

巡 査 部 長

巡 査 長

巡 査

小 計

警 察 官 以 外 の 職 員

定 数 内 職 員 計

非 常 勤 嘱 託

臨 時 職 員
（地公法第２２条関係）

定 数 外 職 員 計

注 休職者については、備考欄にその旨を記載すること。
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様式第３号中「職名」を「区分」に改める。

様式第４０号（その１）を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

４０９



様式第４０号（第３条関係） 工事箇所別執行状況調

様式第４０号 （その１）

年度県営工事箇所別執行状況調（ 課 ）
地方機関

年 月 日現在

工事

番号

道路、河

川、建物等

の名称

位 置
�
�
郡市町
大 字

�
�

構造物の延

長、幅員、

面積等

契約

方法
設計金額 予定価格

請負契約

額又は直

営起工額

起工年月日

及 び 完 成

（ 予 定 ）

年 月 日

進ちょ

く歩合
支出済額

請負人

住所氏名

指名業者数

及び落札率
備考

��������������������������������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������������������������������

注 １ 工事は、国庫補助（負担）事業と県単独事業に区分し、それぞれ事業種別ごとに小計を付すこと。
２ 当該年度の工事と前年度からの繰越工事は、区分して記載すること。
３ 契約方法の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約等の契約の別を記載すること。
４ 設計金額の欄及び請負契約額又は直営起工額の欄は、設計に変更があつたときは、当初設計金額及び当初請負金額を上段に（ ）
書きで記載すること。

５ 落札率は、予定価格に対する落札額の割合（小数点以下２位未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た割合）を記載す
ること。

６ 翌年度への繰越工事については、備考欄に繰越額を記載すること。
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様式第４５号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

４１１



様式第４５号（第３条関係） 病院経営状況調

病 院 経 営 状 況 調（地方機関）

年 月 日現在

区 分 算 式
５ 箇 年 間 の 状 況

年度 年度 年度 年度 本年度

利

用

状

況

許 可 病 床 利 用 率

入院患者延数

＝

年延病床数

医師１人当たり

外 来 患 者 取 扱 数

外来患者延数

＝

医 師 数

医師１人当たり

入院外来患者取扱数

患 者 延 数

＝

医 師 数

看護師１人当たり

入院外来患者取扱数

患 者 延 数

＝

看 護 師 数

医師１人当たり

医 業 収 益 額

医 業 収 益

＝

医 師 数

全職員１人当たり

医 業 収 益 額

医 業 収 益

＝

職 員 数
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経

費

状

況

給与費対総費用比率

給 与 費

総 費 用

給与費対医業費用比率

給 与 費

医 業 費 用

給与費対医業収益比率

給 与 費

＝

医 業 収 益

材料費対医業費用比率

材 料 費

医 業 費 用

材料費対医業収益比率

材 料 費

＝

医 業 収 益

注 １ 算式の欄には、本年度の実数を記載すること。

２ 医師、看護師及び職員の数は、各年度３月１日現在の数によること。ただし、委託医師については、年間在職者を１とし、日割計

算により算出すること。

３ 給与費のうち、退職給与金については、給料の合計額に１．１５を乗じて得た額とし、当該額により給与費を積算すること。

４ 医業費用には、減価償却費を含めること。

５ 過年度分の各比率を算出するための基礎数値は、愛媛県立病院年報によること。
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県議会告示

雑 報

�愛媛県内水面漁場管理委員会指示第３号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項及び第１３０条第４

項の規定に基づき、コイ（マゴイ及びニシキゴイをいう。以下同じ。）

に関する持ち出しの制限、放流等の制限及び遺棄の禁止について、

平成１９年３月１５日に次のとおり指示した。

平成１９年３月３０日

愛媛県内水面漁場管理委員会

会長 那須 熊市

１ 指示の内容

� 持ち出しの制限

県内の公共用水面及びこれと連接一体をなす水面（以下「公

共用水面等」という。）において、コイがコイヘルペスウイル

ス病にかかり又はかかっている疑いがあると愛媛県知事が認め

た場合は、愛媛県知事が範囲を定め、公表する水域のコイを持

ち出してはならない。ただし、公的機関が試験研究又は検査に

供する場合は、この限りでない。

� 放流等の制限

県内の公共用水面等へのコイの放流は、放流用のコイが次に

掲げる要件のすべてに該当する場合以外は、してはならない。

ただし、採捕したコイを採捕した公共用水面等へ再放流する場

合はこの限りでない。

ア コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するもので

ないこと。

イ コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するコイと

水を介しての接点がないこと。

ウ ＰＣＲ（ポリメラーゼ連鎖反応）検査で陰性が確認された

コイ群であること。

� 遺棄の禁止

生死を問わず、県内の公共用水面等にコイを遺棄してはなら

ない。

� �の指示は、焼却等の処分をするコイについては、適用しな
い。

２ 指示の期間

平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第６９号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、

愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南

の愛媛県海域をいう。）におけるさわら流し網漁業及びさごし、め

じか流し網漁業について、次のとおり指示する。

平成１９年３月３０日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 指示の内容

� さわら流し網漁業については、５月１日から５月３１日までの

間操業を禁止する。

� さごし、めじか流し網漁業については、８月１日から９月３０

日までの間操業を禁止する。

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、平成１９年４月１日から平成２０年３月３１

日までとする。

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第７０号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、

次のとおり指示する。

附 則

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。

�愛媛県議会告示第２号
愛媛県議会図書室図書利用規程（昭和５２年７月愛媛県議会告示第１号）の一部を次のように改正し、公布の日から施行する。

平成１９年３月３０日

愛媛県議会議長 篠 原 実

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（開室時間）

第３条 図書室の開室時間は、県の執務時間 とする。

ただし、必要な事由が生じたときは、これを伸縮することができ

る。

（休室日）

第４条 休室日は、次の各号に掲げるとおりとする。ただし、室長

が必要と認めたときは、臨時に休室することができる。

� 年末年始 １２月２９日から翌年１月３日まで

�・� 省略

（開室時間）

第３条 図書室の開室時間は、午前９時から午後４時までとする。

ただし、必要な事由が生じたときは、これを伸縮することができ

る。

（休室日）

第４条 休室日は、次の各号に掲げるとおりとする。ただし、室長

が必要と認めたときは、臨時に休室することができる。

� 年末年始 １２月２８日から翌年１月４日まで

�・� 省略

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

４１４



正 誤

平成１９年３月３０日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 指示の内容

伊共第１０３号第２種共同漁業権漁場（通称「ほぼろ瀬」漁場、

大洲市と八幡浜市の最大高潮時海岸線における境界から山口県八

島洲崎見通し２，０００メートルの点を中心に半径５４０メートル以内

の区域）においては、１月１５日から２月２８日までの間、マコガレ

イを採捕してはならない。

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、平成１９年４月１日から平成２０年３月３１

日までとする。

�正 誤

平成１６年１２月２８日付け第１６２２号愛媛県訓令第１７号（松山市への北

条市及び温泉郡中島町の編入並びに今治市、大洲市、伊予郡砥部町、

喜多郡内子町及び北宇和郡鬼北町の設置に伴う関係訓令の整備に関

する訓令）第９条（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）中

ページ 箇 所 誤 正

１３０５ 第９条
上から６行目 「市民税」 「市町税」

平成１９年３月３０日 発行

愛 媛 県 報平成１９年３月３０日 第１８４８号

４１５


